
役員公募要請(6月18日)後の所管法人における対応状況

.   (公 募要請対象は、厚労省単独所管法人)

6月19日γ9月1日

の間に任期が終
了した有給の国家
公務員OB役 員数

要請を受け
た時点で後
任人事が
固まつてい

た

97 52

OB役 員が6月19日～9月1日の間に退任した場合を含む。

鮨

(注)1.本表には、任期終了を待たずに、

2地 方法人は未集計である。

要請の趣旨こ即した対応

当該ポスト
を廃止

後任は民間
人を選任

後任は補充
せず

公募実施

民間人を選
任  、 1

08を選任 選考申

45 15 19 5 6 2 3



独立行政法人 ご公益法人等に関する最近の取組について

独立行政法人 特例民法法人 (公益法人) その他 (特別民間法人等)

平成21年 9月 29日 閣議決定

:独立行政法人等の役員公募等の実施

平成21年 11月 17日 閣議決定

独立イテ政法人において契約監視委員会を設置し、主

務大臣はその契約状況の点検
。見直しを実施   ‐

平成21年 12月 25日 閣議決定、 ■

独立行政法人の事務・事業の早直 しヽ 廃止t民営ィヒ等
について、必要な措置を速やかに講ずる

平成21年 12週 25日 閣議決定

国家公務員出身者が在籍する政府関連公益法人について、

事務。事業を徹底的に見直し、必要な措置を速やかに講ず登

平成22年 2月 10日 官房長通知                      ‐
‐
当省からの再就職者が5代以上続く特別民間法人及び特例民法法人の役員公募を要請

キ成22年 3月26日大臣要請    :
特例民法法人に在籍する70歳 以上の厚生労働省OBに つ

いて(次 期改選で再任しないことを要請

平成22年 5月 18日 行政刷新会議決定

独立行政法人の事業あ横断的見置しを実施し(22

年度予算執行や 23年 度概算要求に反映

独立行政法人については、「溜まり全」の国庫納付、組織見直し,市1度吹革を、
支出のあり方の見直し、権限付与の抜本見直し等を推進  、 1    :

政府系公益法人等については、国庫

平成22年 6月 18日 大臣要請:      :

(1)特別民Fn5法人、特別法人、特殊法人及び国.との関係が強い公益法人に対し、

OBが おいている役員ポストの後任は公募のうえ選考することを要請

(2)その他の公益法人にういても、同様に、役員ポストの公募を要請    :

国家公務員
.

平成22年 9月 3日 の大臣要請  .          1 ‐     |      :

(1)独立行政法人、特別民間法人、特別法人、特殊法人及び公益法人に対
・
しt公 募実施の徹底を要請するとξもに、

(2)~健康保険組合、厚生年全基金及び国民年金基金に対しても、新たに同様の要請         : :



独立行政法人等の役員人事に関する当面の対応方針について

独立行政法人及び特殊法人 (以下 「独立行政法人等」というし)メ1 ‐
. ｀

の役員人事の在り方にっいて:は、今後、独立行政法人等の抜本的な :    |

見直しや国家公務員制度改革の議論を踏まえた上で検討を行うこ     ‐

と,としているが、それまでの間は、暫定的な措置として、以下によi   r i

り対応することとする。   1          ■       t

なお、独立行政法人の役員のうち、所管大臣が任命権を有さなしヽ   | ,

者にう:いては、各法人において以下の趣旨を踏まえた任免が行われ

るよ|.う、所管府省から要請する ?ヽとするも  ,■      :‐

1平 成21年 9月末に任期満了等となる独立行政法人等の役員人  ´
.:事 .  ::   ・     |     :   ~ {

(1)所管大臣が、1各法人の事業運営や役員数(報酬等について点 |

検を行つた上で、引_き続き当該役員′ポストの任命が必要と判断

=する場合には(内閣官房長官と協議の上、後任者の任命を行うも
'

.(2)公務員の本下りに対する国民の厳しい批判等を踏まえ(公正

|で透明な人事を確保する観点から、①現在、公務員OBが 役員

に就任してぃるポストにういて後任者を任命しよう
:とする場:

合及び②新たに公務員0■ を役員に任命しようとする場合に  |

は́、公募により後任者め選考を行うも :   ■

(3)公募による役員の任命は、職務内容書 (ジョブデイスクリプ

| シ ョン)め作成や外部の有識者による選考委員会め開催など連

考の公平性及び透明性を十分に確保するために、3か月程度の 1

期間をかけて (本年12月 末までに)行 う。

なお、現在役員に就任している者も含め、公務員03か らの

応募も認める3  1           1      i

―
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(4)上記の作業に伴い、9月末までに後任者の任命を行うことは
■ 困難であることから、法人の運営に支障を生じぅoそれがある「
場合には、公募に|よる後任者の任命までの間t現任者の再任に

ついて、:本人の同意を条件に、認める。 :

2 平 成 21年 10月 以降に任期満了等となる役員人事 ||′

上記 1の取扱いに準じて、対応するものとする:



1  独 立行政法人の契約状況の点検 `見直しについて

|■1磐協瞥倉な    す J稀1社T脚出λ暴子鯰|  |
として‐般競争入札等 (競争入札及び企画競争 ・公募をいい、

‐競争性のな  |
j.  い

随意契約は含まない6以下同じ。)と することとしているがt競 争性のな    |´

い随意契約に対する厳しい批判に加え、■般競争入本し等に移行しても下者 ■   ■
; 応 札・応募とならており、1実質的な競争性が確保されてぃないのではない    :

かといつた指摘も引き続き存在するょこのため、競争性のない随意契約の

_  見 直しを更に徹底して行うとともにt=般 競争入札等についても真に競争 i
_  1性 が確保されているか、以下の取組を行うことによりヽ 点検、見直しを行
i:  う こととする。                            |

|    .                    :                    :     、

|  ■ 1.点 検
`見直しを行うに当なっての主な観′卓|=  独 立行政法人の契約にういて厳格に見直しが行われるよう、各独立行

| :政法人及び各府省は、以下の観点等によリノ1験 し` ‐見直しを行う.。 |    |
(.1)競争性のなぃ随意契約を継続しているものにうし`て、随意契約事由
が妥当であるかぎ契約価格が他の取引実例等に照らして妥当とな?て  ,
いる力ヽ    ′             サ            l      .=  .(2)競
争性のない随意契約から■般競争八札等,の 移行を予定してい  |

:∵  る ものの前倒しが検討できなぃ
銚 :身 らてよ戴こ競争性が確保き

`|

(3)契 約が■般競争入札等による場
'1   れ

ているどいえるか (一者応札・応募となつている案件にっいては、    |
:  | ■ 者応札・応募の改善方策が適当か:国や他の法人の取組も参考に更 ‐    |

■ ・望あ2ず慾婚言1麓爺総雅欲録鷺製碁晩九■|
(注)|二者応札・応募の改善に向け、例えば、以下のょうな観点か     1‐     ■  'ら十分な改善が行われているかを検証する。  「
○ 仕様書内容の見直し i        l   :    ‐

1      0 入 札参加要件の緩和 ■    |
1         0:公 告期間の十分な確保       lt
―     ○ 1業務等準備期間の確保           ‐
1 1    0契 ぶつ情報提供の充実      1          ‐
|        ○  電 子入札システムの導入

1110 -者 応札・一者応募案件の事後′点検体制の整備 :   |
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2.点検・監視体制と作業の手順,   :    _ ■  |
(1)各独立行政法人における監視体制の整備と点検及び見直し  '
1  主 務大臣は、各独立行政法人に対し、監事及び外部有識者にょらて i
:構成する 「契約監視委員会」を設置し、上記1.の 観点に沿つて契約

のフ点検及び見直しを行い、その結果を主務省に提出するよう要請する:
その際、「契約監視委員会」を構成する外部有識者を各独立行政法人が
指名するにあたらては主務大臣の了解を得ることと′しtまた、「契約監‐
 視委員会」の審議概要を公表するよう要請する。   |
(2)主 務大臣による′点検
主務大臣は、各独立行政法人め

'「
契約監視委員会」1で行われた点検

及び見直しの結果にういて′点検を行う。ま|たt主 務大臣はそのシ点検結
果を反映した見直しを行うよう各独立行政法人に要請する。

｀

(3)主 務大巨から総務大臣への報告             ‐コ           |                    ・

|:主務大臣はt主務大臣による点検結果を反映した各独立行政法人に
おける′点検及び見直しの結果を総務大臣に報告する̀ 各 府省及び各法

.

イ
 人 は、総務大臣に報告した結果をウェブサイトに公表するこどとし、‐
 総 務省はそれらを取りまとめ、公表する。 1 1

3、
:点
検対象とスケジュール ー         ‐      1
(1)計 画的に独立行政法人の随意契約の見直しを行うていくためヾ.主務|
大臣及び各法人は(20年度に締結した競争性のない随意契約及び■者
応本LO応募となつた契約について、上記1.の 観′点に沿づて′点検、見
:直しを行い、各法人は新たな随意契約等見直し計画を策定する。また(
20年度末時点で継続している19年度以前に締結された複数年契約に
'つ
いても同様の点検、見直しを行う:各 府省及び各法人はこれらの結
果を22年 4月末目途に公表する。  |
(2)3。・(1)の作業と同時にt今回の′点検、見直しの趣旨を速や力ヽこ反
映するため、主務大臣凛び各法人は、21年度末までに契約締結が予定
されている調達案件についても、真に競争性を確保できるようt新 規
案件を合あて1.の 観′点に沿らそ事前に′点検し、各法人は′点検結果を
受けて見直しを行う:各府省及び各法人はその結果を22年4月末目途:
|に公表する。       |     ■    | .

4.ア ォロ‐アツプ    ー  ‐    、       |
主務大臣及び各法人 (契約監視委員会)は 、上記点検、見直し後にお

‐

いても、各法人におぃて締結された契約についての改善状況をフォ▼∵
アップし、毎年公表する。総務省は、その結果を取りまとめ、公表する。



独立行政法人の抜本的な見直 しについて

すべての独立行政法人についてt以下の基本的姿勢及び見直しの視点により、

抜本的な見直しを行う:  |          ・
         1  ｀

1.基 本的姿勢  .          :

(1)従来の独立行政法人の改革は抜本的な見直しとして徹底されたものと
は言い難く、国民め不信感はIA拭されていない。     '

|(2)こ あため、すべての独立行政法人のすべての事務
・事業についてヾ国

民的視点で、実態を十分に把握しつつ、聖域なく厳格な見直しを行うも
(3)見直しの結果、独立行政法人の廃上、民営̀ し、移管等を行うがきもの1
にういては、必要な措置を講じる。見直.しの過程|こおいてt主務大臣が
説明責任を果たすとともにt事務‐事業の廃上等によつてどのような問
題が生じるかを具体的かつ明確に説明できない場合に1ま、当該事務1事
業の廃止等の措置を講じる。              1    11、
またt独 立行政法人制度自体を根本的に見直すことを含め、制度の在

り方を昴1新する。     1        1         ~
1  な ‐おt独 立行政法人の抜本的が見直しに当たつてt独 立行政法人の雇
1用問題に配慮する:     :     |        :

(4)今 後、下記2.に 場げる視点により、独立行政法人について、平成 21

1年11月に行政扁1新会議が実施した事業仕分け (ヽ以下 「事業仕分け」とい
:  う。)を通じて明:らかになった組織、制度等に係る課題を踏まえつつ、結

論を得たものから順次速やがに必要な措置を講ずる。その際、国の財政
:支出の見直し等を徹底する。 1     1 .r    ‐ 1

2`見 直しの視点    |

すべての独立行政法人について、以下の視点で抜本的な見直しを行う:

なお、独立行政法人は、公共的見地から確実|ご実施する必妻がある事務・`

事業を担うものであるため、国の事業に1対して実施した事業仕分けの結果、

廃止t民営化等とされる政策に基づく事務"事業についlては、原則として、

国と向様に廃上、民営化等の措置を講じる。       「      ‐

・
(1)事務・事業の抜本的な見直し

事業仕分けの成果を踏まえつつ、すべての独立行政法人のすべての事
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務 “事業について、必要性、有効性及び効率性の観点ゃ
ヽ
ぅ、次の,点 1こ

立つて抜本的に見直しを行う。

①'国民生活にとつて真に不可欠なものであるが: `      ■
② 事業性を有するもの、民間の参入を阻害しているもの(国が一定の

関与を行うことで民間が実施苛能なものは民間において実施できない

かど
             ,二そ毛:曇基,事皇お嘉1果が■部お③ 公的主体が実地すべきもので表

地域にとどまるもの、地域に分散させることが可能なもの又は地方で類

似の事務‐日事業を実施|しているものなどに|ついてはt地方公共団体で実
施できないか。         |

④ Tの 主体により「体的に実施すること、類似の事務口事業を実施し
: ている他の主体により実施することにより効率的口効果的に国民べの｀
サニビスが提供できるもの1こつしヽては、他の主体で実施できないか。′

⑤ 国 自らが直接実施することが真に必要なものについては、徹底した

効率化を図った上で、国の行政機関に事務・事業を移管できないか。

(2)独立行政法人の廃止・民営イヒ等 |

事務1事業の徹底した見直しの結果を踏まえ、独立行政法人の在り方を
:検討し、廃止、1民営化t移管等を行うべきものについては、必要な措置

を講じる。       |  ‐        ‐

(3)組織体制及び運営の効率化の検証   |  ′   |

1上記の見直しと併行して、事務,事業を実施するにふさわしい組織体制1及
び効率的な運営について、ガバナンスの強化、効率的・効果的な事業

実施の実現及|ぴ透明性の確保の視点から検証し、必要な措置を講じる。
① 独車行政法人制度の基本理念と国の関与の実態を踏ま

―
え、内部ガバ

ナンス、国.の関与の在り方をどう構築すべきか。1また、厳格なコンプ

ライアンスをどう確立すべきか。

② 主体的・効率的な運営及び甲:民べのサ
ービス向上を図るための体制

め在り方は適切か。                ;   |‐  |
③ 市場動向を含む社会経済情勢の変化に即応しt業務運営の変革やバ

ランスシ■卜及びキヤッシユフ|十の最導なマネジメントを準ゅるな
ど、機動的“効率的なマネジメントが確立されているか。  : :

④ 役 員の任命及び法人の長の意思決定は適切に行われているか。

③ 主 体的・効率的な運営のための目標 :計画の設定、業務の実施、第

|三者による事後の評価及び評価を踏まえた見直しというサイクルは有

効に機能しているかし                    |

⑥ 事 務口事業の実施方法(規模等は適切か。      1 1

⑦ 関連法人等とのFE5の資金や人の流れの透明性は確保されているか。

③:随意契約は、真に合理的な理由があるものに限定されているかしま



た、競争入本Lについても、実質的な競争が確保されているか: ●
′⑨ 保 有資産 (実物資産、金融資産)等 の経営資源が事務・事業の目的

及び内容に熊らして過大なものとはなもていないか。徹底的に縮減して
、1 国庫返納等を行う人きではないか。   1

1 ⑩  自 己収入の確保、既存財源の活用、民間の適正な負担の在り方の見

直し等を行いt国の財政支出の見直しが徹底:されてしヽるかぎ  : ‐

① 独 立行政法人の業務運営全般について情報公開が徹底されているか。

また,国民の理解を深めるための情報提供が徹底されているかし

3.関 連事項    ‐                  ■

(1)「独立行政法人整理合理化計画
・
(平成 19年 12月 24日閣議決定)」 に

定められた事項 (既に措置している事項を除く6以 下同じ。)に ついて
は、当面凍結し:独立行政法人の抜本的な見直しの

一環として再検討す
'る̀′ただし、随意契約の見直し及び保有資産の見直しに係る事項につい

ては、再検討の間においても引き続き取組を進める」  |
なお、男1途各府省の判断により、独立行政法人整理合理化計画に定め

1られた事項について取組を進めることを妨げない:    :

(2)「国の行政機関の定員の純減について (平成18年6月 30日閣議決定)」

についてはt純減目標数から平成22年度に予定されている新たな国の業

務の独立行政法人化に係る純減数 (森林管理関係における人工林の整備、

木材販,等 の業務を非公務員型琴=行 政法人に移行することに係る純減

数 (2,041人)及び気象庁関係における気象研究所を非公務員型独立行政・
法人,とすることによる純減数 (174人))を除くこと′とし、他の重点事項
にもぃては着実に実面す.る。  1      :´  「

(3)中期目標期間終了時における独立行政法人の組織・業務全般め見直しに

1ついてはt「中期目標期間終了時における独立行政法人の組織‐業務全般
の見直しについて (平成15年8月 1,日間議決定)」にかかわらず、1行政
改革推進本部の議を経ることを要しない。   |     ―   ■



政府関連公益法人の徹底的な見直しについて     ,

国家公務員出身者が役員文は職員等に在籍する公益法人 (以下 F政府関連公

益法人」という。)に ついて、以下の基本的姿勢及び見直しの視点により、徹底

的な見直しを行う。

1.基 本的姿勢        ■               |  .

(1)公益法人 (注)と行政 (国又は独立行政法人をいう。以下同じ。)の関係   ‐ 1
に関する従来の見直しは十分なものとはいえず、政府関連公益法人と行政の

1関係に対する国民の視線には厳しいものがゎるb ■       |    : |
(注)特例民法法人、新制度の公益法人、特例良法法人から■般法人に移行

.

した法人で国が所管するものをいう。以下同じ。   | ■

′       ｀
        . ‐

    i  l         .

(2)こ のため、行政からの支出又は権限の付与 (注)により政府関連公益法人     ｀
t:に実施させている事務・事業について、こ:れらが国家公務員出身者の報酬の    ■

財源を確保する手段となつでいるのではないかという批判があることを踏ま
｀
‐

‐え:国民的な視点から徹底的に見直しを行う:  :          ‐ ‐  、
(注'行政以外の公的主体,関係団体等がらの支出又は権限の付与のうち、
行政が関与するものを含む。以十同じ6       ・       :

(3)見直しの結果、政府関連公益法人に実施させている.事務・事‐業に関しt廃‐  1

止、縮小、実施主体の変更等を行うべきものについては、政府関連公益法人
への支出又は権限の付与の廃止、補助金等により造成された基金の返納等必
要な措置を速やかに講じる3       ・

(4)支 出又は権限の付与を継続する場合には、継続の理由を公表し国家公務員
出身者の採用の透明化等を行うなど、政府関連

/At益法人への行政の関与の在    =

り方にういて国民が納得しうるような条件を整備する:

(5)見直しの過程において、主務大臣等 (注)は、:国民に対する説明責任を果 11~
たすとともに、政府関連公益法人への支出又は権限の付与の廃止等によって1   1
どのような問題が生じるかを真体的かう萌確に説明で|きない場合には、当該     |
支出又は権限のfil与あ廃止等の措置を話:じる3                 1

(注)公 益法人への支出又は権限の付与を行う大臣文|よ独立行政法人の長を‐
  い う。以下同|じ。              1

「
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(6)公 益法人は民間法人であり、強制的に公益法人を廃止することは困難であ
.るが、政府関連公益法人に実施させている事務・事業の見直しの結果、法人
として存続できず解散に至る政府関連公益法人が出てくることは想定しうる。

2:見 直しの視点         |                、

政府関連公益法人に対する行政からの支出又は権限の付与に関して、

視点で見直しを行う。

以下の

Ψ 鞘

ヾ

晰 鴨ゝ 鵬

ている事務・事業の徹底的な見直し
~

えつう、必要l■、有効性、1効率性、緊
要性、官民の役割分担、

.規
制改革の観点から、次のような視点に立って徹底

的な見直しを行う。                 1   ~ .‐

①'国民生活にとって真に不可欠でありtかつ、早期に実施するべきもので

あるか。 :  1               1  '
② 事業性を有するもの、民間企業等の参入を岨書したいるものなどにつぃ
:ては、民間企業等において実施できないか。   i l      ‐  …

③ 事務・事業の効果が一部の地域にとどまるもの、地方公本団体で類似の
′ 事業を行つているものなどについては、地方公共団体で実施できないか。
④ 政府関連公益法人が契約の相手方となる随意契約はt真に合理的なもの
に限定されているか。また、競争入札についても,、実質的な競争が確保■
れているか。
:⑤ ―の主体によリー体的に実施すること、類似の事務・事業を行つている
.他の主体により実施することにより効率的“効果的に国民へのサービスが
提供できるものについては、他の主体で実施できないか。
⑥ 行政が直接実施することが真:こ必要なものについては、徹底した効率化
を図うた上で国の行政機関等が事務,事業を実施することができないから

⑦ 事務・事業め実施に伴う国民や地方公共団体等の集担を軽減させること'

ができないかし        1               1  1 ‐

(2)業 務運営に対する主務大臣等の指導監督等の強化    :
上記の見直しと併行して、行政からの支出又は権限の付与を受けて事務“
.事業を実施する政府関連公益法人の業務運営に対し主務大臣等による適正な
指導等が行われてきているかどうか等についてt次のような視点に立って検
:証しヽ 主務夫巨等による指導監督等の強イしに反映する。       、
① 事務「事業の内容、実施方法、規模t体制等は適切かb
:②:保有資産等の経営資源が事務“事業の自的・内容に照らして追大なもの |

となうていないかし      ,    ‐   1   1  ・
③ 行政との間の資金や人の流れの透明性は確保されていぅか61  1: |

④ 行政からの支出又は権限の付与を受けて実施する事務"事業について情

報公開が徹底されているかしまた、国民の評価=検証に資するとともに理 i
解を確保するための情報提供が徹底されているか。       |  ■ .:



′               1厚 生労働省発総0210第2号   |
'   I_      ‐

■     平 成 22年  2月 10日

該当特月1民間法人、特471民ホ法本所管部局長.殿 |       | ‐  ‐:    i

l  . ｀         大 臣 官 蔦 長 : ・

: 1   1.             1  1 (公 印省蕗'       |

:   Ⅲ 卿l辱間法人及び特IFll法替̂ .1役具公事11う|いて (Ⅲ)(.:  | 1 1 ■
｀
ヽ              1        1   .

独立行政法人及び特殊法人の役員人事にもぃては、「独圭行政法人等の役員人事に関
'

すo当面の対応方針につぃて」(平成
21年9月19日潤議決定,|三ぉぃ1年期満了を迎えぅ   : :公務員“ポカ■公募す年の方針が示さⅢこ冤戦1慮籍孟群鍬11翼級  |ころであるが、厚生労働省から補助金等を受けてい

'

十「特男「民間法人等」という:)の役員人事につし`ても、公正で透明な人事を確保する観点 1    '

から、公募の実施が望まれると|ろである:貴職1子おかれては、所管の特別民間ホ人等1こ

対して1下記を諮まえ、/Ak募の実施を要請してし`ただくょうお願いするき     t   l

_    ‐  「 記      1  ::

1‐2(略 )          .    :          1  ‐   '

3公 募方法     |           ―      ‐         1

(1)公 募に当たつては、当該法人のホ■ムペ
ージ、公共職業安定所への情報提供、新  `

聞広告など多様な周知方法を取ること。
|

(2)特 別民間法人等のホTム パージにおいては、公募するポスト名、職務内容、必要  '

な資格"試験、勤務条件、選考方法、応募方法等を職務内容書として公表すること。

(3)特 別民間法人等は́、公募を行う場合、公募開始の1か月前までに厚生労働省あて    '

公募内容の報告を行うこと。   ‐            1       ,

なお、厚生労働省においてはt当該報告に基づき、随時、公募を行う特別民間法人

尋め二覧をホームペニジにおいて公表することとする:   1 1

4外 部有講者によぅ選考委員会の設置                i  、
特別民間法人等の役員の選任については、定款等に定められている評:議員会等での

役員の逮任議決の手続を経ることは当然であるが、選考の公正性及び透明性を確保す



る`ため、原貝りとしてt外部有識者IFよる選考委員会を設置しt当該委員会が推薦する役
員候補者の中から評議員会等においてt役員を選任すること:

ただし:常動の役務員薮が66人程度以下の法人にあっては、選考萎員会を設置する

ことなく、評議員会等で審議することも可能とする。  |     ‐‐
なお、いずれの場合において1審議1喘Iこは、厚生労働省職負及む厚生労働省出身
者は参加しないものとすることも      _           ■

5役 員の選任に係る留意事項 |  ‐  ´       `

_役員の選任に当たっては、行政勤務経験、行政機関との調整ヵt業務IFついての専門
知識とし`もた観点よりも、特別民間法人等あ経営運営改革を羮施するという観点ど重視
しt候補者の潜在力に広く着日して判断すること:  ・

     1    1

6理 事の定数及び常勤の理事の報酬の適正化について       ,

特例民法法人の理事の定数にういてはt「公益法人の設立許苛及び指導監督基準(平

成8年9月20日閣議決定し以下「指導監督基準Jという。)及び「公益法人の設立許可及び‐
指導監督基準の運用指針」(平成ё年12119日公益法人等の指導藍督等|こ関する関係
閣僚会議幹事会申し合わせ。以下「運用指針」という。)を踏まえ、当該法人の事業規模、

事業内容等法人の実態からみて、適正な数となるよう指導すること。 | ‐

また、理事の定数については、公募対象ポスト数に見合う定数の削減に努めるよう要
請すること。 |                 :    ■  1

‐: な お、常勤の理事の報酬|,Pぃ ても、指導藍督基準及び連角指針を踏まえt不当に高
1額 又は多額なものとならないよう、適切に指導すること。   |      |   :

(別紙)略



.                     (参 考)

「公益法人の設立許可及び指導監督基準(平成8年9月 20日閣議決定)(抄) 1     ‐

4機 関 ‐        .      :  :

(1)理 事及び理事会‐                     1 ‐       |

① .理事の定数は、法人の事業規模、事業内容等法人の実態からみて適正な数とし:上

限と下限の.幅が大きすぎないこと。                   :‐

9:皐製 早 興 騨 弊 無 導 型 準 響 輿 弊 蝶 響 1

「公益法人の設立許奇及び指導薫督基準あ運用指針」               :

(平成,午 14月19甲公益林本等の岬看監弩等に関する関係閣僚会議幹事会申し合わせ)(抄)

4(2)理 事の定数       1                 1

1 :理事の定数はt法人の事業規模から見て余りに少数であれば、法人の適正な運営

が法人にら て負担になる∝いずれの場合においても、理事会の機能が形骸化し、特

定の理事の専横を招くおそれがある。また、事業内容によっては1理事の間で職務の

分担が必要であつたり、一定の有識者等を理事に加える等の配慮が必要な場合もあ
、る。このため、理事の定数は法人の事業規模t内容等に応じ1また向種の公益法人の

.

:  1例等から判断して適切な数とする必要がある。    .

,  ま た、響〒1の定数に関する定款、寄附行為等IFおける規定|こつ| 下ヽ|ま、その上限芹
下限が余り開きすぎているとt成立要件及び議決要件がその時 で々変わる等t理事会
… の 運営上支障をもたらすおそれがあるので適当ではない:

t6ナ通筆あ轟酬  :|     |    |       |
:   常 勤の理事の報酬が、当該公益法人の資産t収支の状況から見てあまり多額にな :

|

現上目指すものであるため、税制上の優遇を受けているものでありtそのような法人に

1  届 立る理事の報酬が、社会的批半1を受けるような高額なものであってはならない。した

|    :

高額又は多額なものであうてはならない。

なおt非常勤理事に対して旅費、日当等何らかの報酬が支払われる場合も同様であ
.る 。   |     ■             |        ヽ



: ま 室特fFJ氏鷹法人べ象オ 晨           ■  ‐ 1 ■
:   ′           .  .                    ｀  1   ,                        1  1   ‐

′
■ 11 キ |ょ り二主夢傷竹■のtt還|こギ理年とご協力む賜り黙識申t上げキす6

1                     ‐    、     .               _

■ ‐,日家公幕員あ暮れ式におすぅロスあ来tt ごヽ憲λ:を晴筆′え: こ才tまでニユ
■  を よ法人のな 員ポ

:ス
トの公基 1日 家か幕 員b′Bが ぇ藉デる薇人 ιl対する

:   イ カ合,t・I■ド者猪に|る■喘 あっヽ んの摯上半の承五をt石をネげて二あ
‐    で きたliろですじ       l ,「       ヽ

       ・

:=うtた啓五む史11進め、17ο歳颯■?尋峰|こ逹tた将土滲響力塔 (4上者
・   |

お,右 む谷む)'の0.3が蕉員半rtて 表式 tている■■スにもぃてtス 姜な   |

人事二め鬼五 tをお薇ざtたぃと考え.ております:具体`うにはt理事去:谷よ、: : 「

理事、貞キキの後買ポ:スト(外寺,識全等の最動
‐がよ外されている場合に,ユリ、

こ藪酬の場本tい く:)ιこえ拭 tiでいる.7bふ以上の厚土碁あ岩あ1基堵謀揉 ・  、

お彗我′ム其裏暑ιlらい:そは1寄 まf・4員 あ友駅汽足轟 こ
‐
おいキ:幕 任 t‐ない , |こ

ことが望‡tい とオえております。.

また、顧1ロキの徴真ポストスオの代につい̀ゃ、隼具に十 てヾす
|えて|ギリ   ｀

ます。                    ′ :   |           ヽ

・■きま(では、蕉良キあ工任にらぃて11_十?警|が季姜11・,リー|すずt i
このような基瞥をご燿得のよ、小薇責■人の後晟寺を鞣任する場合につ )ヽて(1、| :

ス■ぁ上にらいて終讀 t士法人のあリオについてtよ リニ壻め4羊 の性窯に    「
´

摯oそぃただきますヒギもに、歯嬌者,こ0こあ返どを員隷いただきますよう. I  I:

各せてお蘇い申t上げます。

キム22年 3月 26.a
‐

 1                  ,    1

′ 4主 壼,ネ 鳳 ′ 捩姜 半



・ … |■  1 1   ‐ 1    1 1.平 成 22年 5月 18日

:ヽ ■             ‐     行 政刷新会議

独立行政法人が行う事業の横断的見直しについて  ‐:

以下の項目に該当する事業につしてては、1下記に述べる方針に沿う

て、各府省において、横断的に徹底した事業の見直しを行い:そめ

結果を平戌22年度予算1今後め熟行及む1歳23年庫概算要求に反
映することt i:.ヽ  ‐            1

なお、ドこれに伴い必要となる制度改
‐
正や組織改正については1各

府省におしヽで所要め対応を行うこと-6  ●:      : ‐ |

11保 有資産の抜本的見直し

(1)不 要資産の国庫返納 :   ¨             ■

今嵐め撃業:It分けI=おt てヽ、独立行政法人が保有する必要性の

低ぃ資産 (資本金.剰余金、職員宿舎等の福利厚生施設等)が散
見されたこどから、1独立行政法人が保有する資産について:当該
独立行政法人ぶ保宥iし続諄る捻姜があるがを議しく、検証tt‐1障
.のない限:りt'国べの返納等を行う:‐.     ■  1   1

(2)‐事務所等の見:直し              ■

t策京事務所:海外事務所t研修■独立行政法人の支所等として

施設等を設章している場合があるが、.当‐該独立行政法人が当該事

務所等を11き続き設置し続ける必要があるか、効率化を図ること

ができないか等を検証し、廃上t統合、組織の枠を超えた共用化

等の措置を行テ:1 11 -        =    ‐  |



(3)施 設と事業規模との再整理 :   _    |

上記 (1)(2)の 検証に当たつては1事業規模を施設に合わせ

て考える現状維持的な姿勢を改め、1施設の保有や賃借はt政策的
必要性や効果に応じた必要最小限1=留める。 _    :

2.事業実施の主体・手法等に関する見直し' ‐ 111

(1)事 業実施主体の見直し         |
11民.間で実施可能な業務や民音化が奇台しな収益事業がらは厳逮
tするなど、独立行政法人の業務は、民間の主体I二ゆだねた場合に

は必ずしも実施されないおそれがあるもの等に限定するよう、所
要の措置を講 じるな

'「
 :   :      ｀ 1

●(2)1重複排除、
日事業主体の∵元化等   ‐         1

研究開発関係の事業を1まじめとする各独立行政法人が行う事

業のう―ち、他の独立行政法人等で類似の取組を行っている事業に

つ:いて、優先度、効果等を勘案して事業主体のあり方や重点化等

を検討し、重複排除、事業主体のす元化や効率的な連携を図る。

(3)取 引関係の見直じ

今回の事業仕分けにおいてt各独立行政法人から関係法人に対

して不透明な形で発注している例が散見された
.こ
とがら、競争ll■

|を高めたコスト縮減、情報公開め徹底、関係法人の利益乗1余金の
:

1国
庫等への納付など、1関係法人との取引関係について抜本的見直

しを行う。  1           . ‐     ::

(4)自 己収入の拡大 .・    ‐     |  , ｀
｀

国民生活全の1負担が生じない範囲において、事業:の受益者に対

して適正な負担を求めることにより国費の縮減を図る、民間から



.の 寄付 1協賛等を拡大する、などの措置を講じる6

3:.組織管響(だがナンス)の強̀ヒ  ー   l i・    ‐

(1)管 理運営の適正化 (人事管理 :人件費を含む)   | `

コスト縮減を念頭に1人 件費を含む予算の執行管理等ti法人経

営全般にわたる管理澤営の轟=`ЁIごついて見直しを行う: 1

(2)1事業の審査、評価:  :          | | : .

‐ 各 法人における事業の内部審査や評価についてt法人内部限り

で自己表結さ甘ず対外的牟澪明性も確保しうう、事業の実効性が

上がるよう,所要の見直しを行う。  ―   ■   1 ■  |





独立行政法人・政府系公益法人等の抜本改革に向けた当面の進め方

`   |        「  平 成22年 6月 18日  ‐  |

|      ‐       i      ・       行 政用1新担当大臣
|   .      :  . 蓮 1肪      `~・

独立行政法人、政府系公益法人等の事業を対象とする事業仕分け第2弾の評価  :

結果、第0回t第 10回行政昴1新会議における議論等を踏まえ、当面、以下のよ  | ・

うな具体的進め方で1独立行政法人・政府系公益法人(※)に関する業務見真し、|
.                  `         :    .

制度見直し等を推進する。                .― :      ・

:

【独立行政法人関係】      ‐   |  :   i :

1.「 溜まり金」の国庫納付

独立行政法人にぉいて利拳利余金等の形で溜まつている資金にうぃて、各府  ::   '

省庁は所管する全独立行政法人を対象としてt           l :

○必要とされる積立金等引き続き内部に留保する旱とが不可避|されるも 1    1

1 の につし`ては、そあ算定基準を民FEl企業並みにするなど、厳しく再精査し |

た上で、          ‐              .

07月 末を目途に、今後国庫納付する金額を纂定し行政刷新会議に報告する。    '

| .(改 正独法通則法の施行、個男1法の改正等、所要の法的措置を前提とする) |  : :

O国 庫納付されたものにつ:いては、23年 度当初予算以降の歳入に計上すうも

:[各 府省庁の検討 口報告内容]●          :  ―
 ~

① 全独法の利益剰余金等の内容ξ金額 |    | _

② そのうち、所要の法的措置を前提に、国庫に納付する額  , |´

③ ②の額が①の額より少ない場合はその理由    ■         ,

2.組 織見直し1制度改革

独立行政法人の抜本的組織見直tと 独立行政法人制度の刷新を行うこととし、|'

全神立行政法人の業務の検証と解沐すべき制度的課題わ検討を、
.平行して加速 _|

的に推進する。  |  _              ‐



.組
織の見直しの検討に当たつては、法人の縮小や廃IL自体を目的とす

.る
ので

はなくt真 に必要な事業が効率的に実施されるための組織のあり方を追及する

こととし、また国家公務員制度改革の議論の経過を踏まえつつ、雇用め問題等

に十分配意する。      「 ,

(1)全 独立行政法人の業務のゼロベマスでの見直しと「選別」

全独立行政法人の各業務について、そもそも必要な事業か、民間や白治

体で担える事業か、国からの支出が必要な事業が、国に戻すべき事業かな

どの観点からゼロベースで検証し、整理する。́その上で、かかる事業を行

っている各独立行政法人の組織のあり方について検討する:    ‐
1 行
政刷新会議において業務の全蓉を検証しtその結果に基づき見直しの

基本方針を年内に策定する。この基本方針のもとt(2)め 制度的課題を合

わせ、年度内を目途に詳細設計を行う。      _

(2)制 度的課題の整理・検討            ‐  _    1

独立行政法人の抜本見直しのために解決すべき制度的課題について、国

家公務員制度改革推進本部との連携のもと、行政刷新会議において肇理・

検討する。年内に中間報告、年度内を目途に最終報告を行う。   |

I政府系公益法人等関係】

1.発 注者側 (政府)の 条件 (国費支出のあり方)の 見直し

政府が公益法人に対して国章を薫出して行う事業についてt事 業を所管する

各府省庁は、そもそもその事業が必要かどうかゼロベTス で見直し、国民にと

もて真に必要なもの以外は廃■Lする:その上で、真に必要な事業であつても、「公

益性がある、=/AN益法人が担う」という固定観念を捨て(よ り効率的効果的に事

業の目的が達せられるよう、事業の規模、事業発注のあり方 (発注条件、入札

条件等)に ついても徹底した見直しを図る。   1            ‐

各府省庁は、見直し結果を23年度概算要求に反映させるとともに、その内容

を、8月1末を目途に行政扁1新会議に報告する。| : `         |



2 "

所管官庁を中Iふとして、法令や従前の決定等による政府
‐
系公益法人に対

する指導監督の―実行を徹底する。特に、
'公
務員OBを1含む役員の数や給与

水準について法人の事業の規模や内容青から導切かど,か、ま■甲費を
受け入れての事業が実質上公務員OB役職員の給与等捻出のために行われ

ていないか等について厳しく精査する。

所管官庁は、不要t過 大な資産について 8月 末を目途に精査し、国庫納

付を要請する (民間資金と混合している場合は国の出資額比率に応じて

按分する等を検討)。納付要請あ肴無、細付要請お内容:要 請の結果納付:

される金額について、9月末を目途に行政刷新会議|ビ報告する:  ■
‐

3= 地 方自治体からの負担金のゼロベースでの見直

地方公共団体が国所管公益法人に対して負担している負担金につぃて、法人

所管府省庁は、 | |  .        :

O網 羅的にリストアップし、7月末を目途に公表する.。その際、負担の法的

:根拠があるものと、法的根拠がなし)ものキ,9辱別を明示する,
O‐法的根拠がない負担金につし,てヽは、8月末までを目途に、義務ではないこ

とを地方申治体に対してあらためて確認を行う:そ:のために必要に応じ、

通知口通達の拘束力についての見直しを行う:           、

栗地方公共団体が構成員となり基本財産を出えんしている団体にういては、

現段階において地方公共団体にとつて真に必要かどうかを、構成する地方
公共団体に,月末を自途に再確認する。    `  '     ~

4.｀ 権限付与の抜本見直

法律等によつて指定され権限が付与されているいわゆる指定法人について、法

人所管各府省庁|ま、以下の観点からゼロベ
ースで見直しを行いtその結果につ

いて′8月末を目途に行政席1新会議に報告する。         |

○ 指定の根拠が何か、「法律」「政令」「省令」「通達」その他の根拠を整理

しウストアップする。特に法令では複数の指定が可台ヒな形式となつてい
.るものの、通達等により特定の法人が実質上指定されている場合にはそ

の旨明示‐する。

Oそ もそも権限や資格自体が必要かどうかを検証       「

○



法令等におし)て,「指定」ゃ「登録1等め根拠となっている規制が本当

に必要か:必 要な場合であっても最小限となつているかを検証

その上で、特に「全国でTつ」となつている権限付与は、可能な限り「複

数指定」又は'「登録制1に故める。 |            _

権限付与に基づく資格付与、義務付け講習等について、国民の時間的「

金銭的負担を軽減するため:`重複等を徹底的に見直す。

5.1第 二者分配型助成事業、助成対象法人の見直

○ 公益法人が公益法人等に対して助成を行う場合には、所管府省庁はその

事業が真に必要かの検証の他に、:本当に当該公套法
:人が分甲する必華の

ある事業なのかt分配されることにょって事業の目1的が変質していない

|か等を厳しくチェッタする。   ■          |  , ■
o助 成金の有無と国家公務員OBの 在籍が密接な関係にないかを厳しく見

直し、密接な関係にある|と認められる場合は、天下りや役員報酬の是正、

助成金の凍結を含めた抜本的:見直しなど指導監督を強化する。    .

上記めうち、特に以下の2点については個Bllに見直しを行う。   | :

(1)「宝くじマネー」の透明イヒとそれに関わる公益法人の整理 ■
. ■

: 宝 くしの収益金はI複雑なル=卜で様々な総務者所管公益法人に助成金と

いう形で流れており、その詳細が必ずしも透明性を持うて国民に説明されて
'い
る状況ではなく、また助成を受けている法人の大部分に総務省OBが 役員

に存在するという問題も存在する6.        |    ,  |

公費の負担がないため国民の目が行き届いていなからた宝くじマネ
ニに

ういては、総務省がその透明性を図るた0情報公開等についての指導奮鉾毒
する:また、総務省での議論の経過を踏まえつつて宝くじの許可についての

基準である、1総務省自治財政局長通知 「宝くじ運営方針」を改正し宝くじの
｀
収益が過大な管理費や無駄な普及車伝費に充てられることのない旨を追加

するなど、行政昴1新会議として根本解決を求める。(8月末まで).

(2)公 益法人等が行う公営ギャンブルの見直し

公営ギヤンブル (競輪、競馬、競艇)の売上げを原資とした助成金にうい

:て は、助成の必要性、公益性等について検証するとともに、そめ透明性を図

るため情報公開等につし)ての指導を徹底するもまた、助成金の仕組みについ

ても透明性を図るため見直しを行う。検証t見直しの内容等について7月末

を目途に行政F●ll新会議に報告する|          :   |

○

○

( 〔:)



16.その側

_ ‐ .   o政 府系公益法人1手|ついての新制度^の 移行はも上記あ見直しの状況を踏|  ｀
  ‐

まえて対応するら             '       1

‐   _  o国 費による事業が寒草上下社応本lllなつている|う な法人や拿国で唯
二   .|

指定されている法人など、行政との関連が他の政府系公益法人と比べて       :

密接な法人や、国への依存性が高い法人については、国との関係を再整     |

|'′    ′ ■理し新たな枠組みの可能性|,ついても林討すol l.■       | ||  |

■ |     ※ 現段階において政府系公益法人を概ね以下のものとしここれらの条件を踏まえた上       ‐
1   .     で 個別に精奪する。′        ′         1            1…
1      1    1.平 成 22年 4月 1日現在、所管官庁の出身者が常勤又は非常勤役職員として在

.: ′     籍 する法人              t    ,           ‐

|     1     2:′ 平成 21年度に国、都道府県、市町村及び独立行政法人からあ支出が 16oo方円       ′

|    .      :以 上あった法人   :    |        ,       I
メ 1 3.平 成21年度の国、都道府県、、市町村及び独立行政法人からの補助金‐委託費        ｀

|           1等 による収入額が法人の平成21年度決算における年間収入額の2分の1以上i
l  ‐
  |  ヽ    を 占めぅ法人|   ‐,            1  ‐      `

― ｀ ・  1   4.‐ 平成 21・年度に都道府県又は市町村から支出を受けた法人     1  1

1      1   5.平 成 21年度に国、都道府県、市町村及び独立行政法人からの補助金 ・委託費    ||   | '       等
を第二者に交付する法人   |      |      ‐         | 「

・'

,´ `` 51あ 補島基・萎詫姜等を姜ける法人    |■              ・   、 .´

| .  ‐       7.国 の指定t登録等に基づ吉特定の事務
・事業を実施している法人       1       ‐



特別民間法人、:特別法人、:特殊法人及び該当特例民法法人代表者‐殿

平素より厚生労働行政の推進にご理解とご協力を賜り感謝申し上げまヽ′
す。   _   |: |    :       f

il 国家公務員の再就職に対する国民の厳しいご意見を踏まえ、これまで
閣議決定に基づき独立行政法人の役員ポストの公募

1(別紙1)や 国家公
務員OBが 在籍する法人に対する補助金の削減(省庁による再就職あっ

す留2替せ言91犠 魚を隻色筵1慮下電名五ちL住 稚7:葛
1を 宮省禁:徳雲釜轟薯黍?農Ы皇纂;優駅警企受に対し、役員人事について公募の実

牲署覆弩首ちそ離締築幕轟皇法歓高し、石ら'心ヽ鵡樽そ
藉詈晟蕨2窪晨馨nら鷺要雅卜蒸嵯負賀ξ螢む2墨と言禦賃F奮纂肇暴
るこ|とを要請したところであります。             |  、

今あ存装翻1襲基畿雇蚕分菅曇異星各芝[ョ倉:Z;晉量F:言悪信さ[‐においても厳しいご指摘をいただし
｀

写
:[繕
員れ墓鴛革首F暴曇僧i;盾曽桑言量2貸曇31菖籍警星曇[彎法|

ただき、これまでの国と所管法人の関わり方の疑念を払拭するための自
:主的な導入をお願い申し上げます。      、

ヨ鸞F奮:墾鼻翼IF',7零愕季1合言捲含9零零営雛干
「   記       ‐ ■ ■,.

1 公 募対象者   r ‐             ‐

tに選任しようとする場合には、
‐公募

※
′
無給には交通費など実費支給のみを受けている者は含まれるが、謝金等の報酬

|  が支給されてぃる者は含まれない。       _ ｀

12 公 募方法等 ■  |  :         | :  :  ■

富念言急1厖輯隕蜃汁楊爾讐各
ワ量発学会旨留F下

はマ3かっ
[「膚よ]ここ醤「1:量奮['羹』力符羹務籍曇『彎霧彗畠鶏尋百げ、らた観点よりも、法人の経営運営改

革を実施するという観点を重視 し、候補者の潜在力に広く着 目して判
断するこ・と。    |  :        |      ‐

平成 22年 6月 18日           .   ′
 ｀

厚生労働大臣  長 妻 昭



‐  ′     ‐
      |        .               ｀       .

特例民法法人代表者 殿 1 1  ‐  1 1 1       1 . :

■ ′平素より厚生労働行政の推準にご理解とご協力を賜り感謝申し上げま｀
す,I  .  :  ~    . |     :

:  国 家公務員の再就職に対する国民の厳しいご意見を踏まえ、これまで
閣議決定に基づき独立行政法人の役員ポズ.卜の公募 (別紙)や 国家公務

1昴8基釜奪芳叢ゑ疹介暑碁藝β零≧錠製層:蔓電轡。
る〒秘職ャ?:

:島
基曇を塁みキF警得乱員嵩進実浪ふ昼洗員曇鞣焚:曇告を日碁:::雰
再就職者が5代以上続いている法人に対し、役員人事にらぃて公募の―実1施を要請したところであります。

|ょ鮨,皇魂歩に彙: .さ
らに、 3月 26日 には、 特4/1J

理事長等の役員ポストに在職してt
相当職以上経験者については、今後役員等として選任しないよう検討す
ることを要請したところであります。  1  1      ‐
しかしながら、国家公務員OBの 所管法人への再就職にういては、昨
‐今の行政刷新会議における事業仕分けはもとより、省独自の事業仕分け｀
においても厳しし`ご指摘をいただいたところであります。こうしたご指
摘を始め、依然として国民からの厳しいご意見が、ある中、私としては、
:よ り‐層の見直しをお願いしたいと考えております:具 体的にはt皆様
1方 におかれましては、下記により役員ポストの公募の実施を検討してい
,ただき、これまでの国と所管法人の関わり方の疑念を払拭するためめ自
主理露〒全ら撚電ぽ.換大嘱書羹猛模、露き宅徐釜溶含響季普ぢ濠書モ‐ 削減すがき役員ポストは肖J減した
:お願い申し上げます。

i   :    記            (

11斧嚢襲争菖豪ム基員61三:ζ獲菖i通事長、鐘曇、畠撃1(黒給あ者暮
除く。
:以下同じ:))に就職しているポストについて、任期満了時及

:   び 当該ポストに離任者が生じることとなつた場合、新たな役員の選

■ |」[[龍 肇 螂 言静 等 謡 諄 平
ちi争 :場&ユ は1鵡

※ 無給には交通費など実費支給のみを受けている者は含まれるが、謝金等の報酬
|  |′iri支給さ■ている者は含まれなv9ヽ         ・   1  .:
'2 公

募方法等
        そ は1公 平ll■及び透明性を十基に確保1   公 募方法、選考方法等:につぃ

した適切な方法により行うこと:  1        1
■ 特 にt役 員の選任に当た0て は、行政勤務経験、行政機関との調整

峯を重確争をビニ?暑賢智奎お
いちた観点ょりもt法人の経営運営改
し、候補者の潜在力に広く着目して判

断すること。         :            |

平成 22年 6月 18日          ‐       ‐

厚生労働大臣
: 長 妻 昭





牲ス行政法人べ象者

お`4民日法人べ家オ

お`(法人べ象オ

お永法人民家暑|

該ち岩fJ・J氏法法人べ象者

魚員・拭1員の含泉にもぃてあお願ぃ

キ素よ
|り
を生滲働行政の継之に々理解ど脅協力と場 り感謝申:′tキげオ

す。

日家公■員つ■“熟に対する国民の承 tい膏そ几む錯ま

貴法人における僕員ポス トの公募ゅ彙え きお薇しヽ
ttて
きた

　ヽ
　
ヽ
」

たヽ
　
と

こオtまでt

ろです。

′
人がtながらt風 家公称員03の 着を■人へのユ就職については、

広どtてロスからの脅そえがあるところです。       ∵

■このため、磁ユ行嗅法ベキ,の薇負人争に関事る彗ああ` 魚与針ピもぃ

て」(手武2′年9月29日周議決定)や子式22年`月′:|:日付:けのユ
|

からの墓諄を錯まえ、貴法人が国民から真に佗荻さイtる匁裁どを|るようt

公率.餞4び 逹颯1生を十分に4係 tた」tで、僕員ポストめ公皐の実えを薇

嵐 tていただくよう14め _てぉ願い申 ムヽげます。 ■

・tた、甲ぶ含幕員98が 着を法^あ 武員とにて揉埒きオ、ぅfF・Jもえらオt

ることから11ニイヽまでの回ど看を法人との国らリオ,疑合を
｀
史にれ然す

る糸姜があると考えてぉります: キ   |`

このため、織員`|もしヽても、蕉:員同派、公泉の彙えをお顧い、`たによ

す:′その降11は(行 政嘉林発鮫、il■珠薇関との調整や、まるにっいての

暮rョ黒式とぃった親ムょりもで候補者の港え力に広_く碁atた 蒸■を,
い、公キ1生を十分に4保 tた五切な方法を蒸らていただきますよう̀ せ

てお願い:申t上げます。  「  '     :         ,

キ葛 224・ 9月 3日  ・      / ‐          ‐     _

導主拳働人風 漱 姜 薦

′ヽ像
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長

捩

侯

事

事

事

理

理
　
理
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会

合

免

碁

基

険

合

全

保

キ

キ

凛

土

氏
「

代

将

風

:  ‐    薇 員・式員の公皐についてのお願い    ●

キ十ttり将上おoそ 二1椎■に力燿鮮こ■協‐ヵを興らり感謝申(上げま

す:|｀
 ・

   ■  ■    t

■ 1  個 家公称員あ再就職に'きする国民の来 tい脅意見を錯まえ、こオtまで、
1わから、寄右着をの独■行4法 人やおf」・J氏法法^等 のべ象者に0け t後

員ポ不卜の公某の実ガとをお願いtてき
.た
とこらです。  ｀ 1    ■

l   t,ヽ tながら、1甲家公■員03,関 係目膏への再就式に■いても、1日、

祥に日|スがらの岬せ鬼あゞある十、わとにては、ス姜な人事■の見直
.tを

お願いにたいとオえております。具体`うにll、`容派すにおか″tま`tては、   1、
下もっ■お,徴員4び拭員の公某を末たすることにより史をぅ公手公エ
| を揉ぬとtていただぎ、|こオtまでの日と関像団体の向わり■の箕金をれ

■ パするための自良“うな苺̂ キお願いやt上げます。   |
をお、 こ の.降にll t法人の事甘規模キ■人の彙感ゆ|'み で11然すヽき:

| 1 蕉員iボスト̀l tlltt tた上で実■t.ていただきますよう1任せてお薇t 申ヽt   )|
‐上げま+3■  ●  し

     . :           :

れ

'′
.低 員の含募に,ぃ て     , |

理事を互逹することとなる匁0イ轟氏員や代3乳員に' ビ ス下のとお
「  り 1婆計すること。   |       、                :
:(1)公 泉対象者  1            1

11ア 塊 え、甲家↑称員03が 係阜 (理事捩、1■事、薫事 佳 熔の暑ご |
1   除 く。1以下同ビ。)〉に就式 tて いるボストにつぃて、任期鍋了時及

び寄該ポストに議二任オが上ビることとならたら春、新たなく員め逹

任たらぃてlt公皐たより薇任暑の通オご行うこと。

イ 新 たに国家公称員03を 後_員に進任 tょぅとする場杏には、公泉



によリミオを′子うこと。   ヽ  ‐   .|          ‐   .

※ 瞳 熔の者Jには、ニユ費など宍責よ始めみを彙けている者は0まォtるが、熟

1 合オー,漁甲が二硲゙ イtFいる者は今すイヽ今い。|        | |    )

(2)公幕方法事    .            1 、      1
・  公 泉方法t進オオ法事にマいては、公キ1生及び邊颯lllを十分に4保    (
■ tた豊りを方法により行うことさ          ~         |
,特 に1夜 員の選任に彗たってと、行政発格場製瞼、|`子政機関との調整  |′

力:十格にういて,専 Fl■致
・と、ヽうた黎ムよりも:Ⅲ人のた壼準帝ヽ `

革を実えするとぃう脱ムとす認 tt候導者のおえ力に広くオロして鋼 .  :′

所すること。             1         ‐

1             .                         1     .        ‐

 ヽ ・

2,式 員の公基ιこついて  :       ′           :

素員にマいてo、僕員1向派t含象を焚蒸する|こ:その降には、およ  ||
発林え験、行政機関どの調整力、景務に■| て`の専Fi■式といらたれム     ‐
よりも、候葎者の鮮表力に広 く岩 atた 派爆 を行い:公 キ1性を十分に4 : |  lt
.保 tた 過切をオ法 を揉ることも   i

玖 よ

手式2′年9月5日

凛生孝働人ュ: よ姜 解



資料6-①

所管公益法人への補助金等の支出状況 (平成20年 度)

支出額(千円)

ヘルス・サイエンスロセン

(   26

システム



法人名 支出額(千円)

11,415



支出額(千円)



法人名 支出額(千円)

174 長野県労働基準協会連合会 11.705
175 鳥取県:
鳥取県:

齢 口障 害 者 層 用 促 造 協 会 10.092
176

| こ́ヽ`
】= 9:198

177 天理よろづ相言炎所 28:810
178 島根 県 層 用 促 遣 協 会 2.603
179 土会 保険協会 906
180 基 準 協 会 4.824
181 社会保険協会 987.346
182 :都雇用開発協会 27.559
183 :労働基準協会連合1

′
30.80C

184 県労働基準協会連: lコミ 1.468
185 :雇用支 援協会 1.377
186 魔, t県雇用開発協会 3.291
187 連 “ 13.400
188 :層用 開 発 t r h余 3,000
189 労 働 基 準 協会 7:530
190 学 研 究 48_627

191 =世 紀 職 業 財 団 '                        7.390,843

192 日 j :生会 3,990
193 日 : 能者 交流センター 7.596
194 日 , I L O協 会 130_923

195 日 , こアレルギ■協会 12.002
196 日 ラミチヤリティ協会 15.90C
197 日本 テ レワー ク協 会 43.217
198 日 , ミワ■キングロホリデニ協会 27:714
199 日 , ζ遺 族 芸 9'988Я

200 日 フ 1.5941189
201 日 ラミ医療機能評価機構 427.260
202 日 , ミ医療福祉建築協会          ・ 12.000
203 日 , ミ栄養士会 34.444
204 日 , :家族計画協会 34,154
205 日 , 護 福 71 L士会 64.234

206 日 , 護 7冨71L士香 成 服 設 協 会 31,974
207 日ラ [自 輌 済 会 42.662
208 日 ラこ海事検 定協会 7.800
209 日 , ミ環境衛 生センタ‐ 183.236
210 日 , 護協 会 273.290
211 日 , 報 I矢層 野利寸l 134.367
212 日本筋ジストロフィー lム 13.400
213 日 , ミ経 団連 国際協 カセンター 216:527

214 日 , 康開発財団 ,o no`

215 日, 奨 部 10.000

216 日, :公衆衛生協会 374.934

217 日 , 1公定書協会 77.296
218 日 , 湾福利厚生協1会 93.500
219 日 , 23.743

220 日本作業療 , 22,900
221 日 , :業カウンセラ■協会 15.624

222 日, 科 医師会 19.268

223 日 , 宏 稲 l卜■ 会 54,283

224 日 , ミ社 会 福 祉 士 春 成校 1 鳥̀姜 16.226

225 日 , :道整復師会 7.000

226 日, 産 目由`さ 8.164
227 日 , 1易1夷亜 A誉 232:065
228 日, t障害者 スボーツ協会 156.325

229 日本障害者 リハビリテーション協会 294.441
230 日本 食 生 活 協 会 193.004

231 日 , 會 品 衛 牛 協 会 241.219
232 日 に材 来 遺 協 会 15,730
233 日 , 腎 臓 財 団 322.000



法人名 支出額 (千円)

234 日 : 能労務 14.624

235 日 ' 16,700

236 日 ' 73.426

237 日 : 14.100

238 日 ラ 巳 ± 261800

239 日 , 5,000

240 日 , :製鐵八 71.830

241 日 , ネットワー` 539,146

242 日 , 対ヽがス 291,601

243 日 ラ 囁 情報センター 55.046

244 日 , こ動物リ 冨祉 4・770

245 日 , 18.50C

246 日 , 55,752

247 日 , 114:325

248 日' 26.450

249 日本言 』看護振興財□ 50.00C

250 日 本 雨会 19:00C

251 日本 | 雨研 ヤ ン 73.411

252 日 , ミ予防医: 102.191

253 日 ラ 7.00C

254 日, 50.00(

255 日 ラ 衛生コンサルィ 113:738

256 日本労働」 用 4.08C

257 日ラ ふ
壁 10_00(

258 :の人と この 1 26.60(

259 慈 会 8_68`

260 理 研 7,122

261 13.994

262 ■目「1 労働基準協会 11.082

263 福 井 用 3_00(

264 5,580

265 | ハ
: コ5 , 14,536

266 冨岡県労働基準協会連合: 19,786

267 ネ菖! :県社会保険協会 591

268 福 助
ヽ
〓 12.059

公
υ
●
乙 丘
｛

67,591

270 丘
（
i県 :保『 364

271 :ヴ 18,743

272 2,251,939

273 海道高齢 ・障害者雇∫ 22,802

274 5.820

275 22.09(

276 せい剤舌L用防止センター 86.049

277 638.119

278 リサーチセンター 92,924

279 災 ノアセンター 2.694.402

280 1.506.962

281 iセンター 11.0431658

282 城壼粛 8_000

283 禾ロロ欠1 l県雇用 発協会 9,501

284 L 8.273

※ 「補助全等1に|ま施設整備費補助金t補助全ヽ 負担金、交付金1補給金、出資金:貸付金、委託費及
的研究資金を含みt(目)名称の形式基準により記入している。           :    |
※ (目)委託費についても、すべて「補助金等」で整理している。      ●       ‐

※ 契約であつても、(目)委託費及び競争的研究資金に係るものは「補助金等」に含む。  :

※ 他省庁からの支出も含む:                         `
※ 政府関連公益法人に関する基礎的調査の報告値による。  |      :



資料6二②

国からの指定等に基づき特定の事務口事業を実施する所管公益法人



法 令 等 名 条 項

事

業

分

類

事 業 内 容
種

類 法人名

等に関する法律

弟 l b茉 嘉 1唄

者に対する援助等

財

高年齢看等の雇用の安定等に
関する法律

第46条 2 , 7 , 8
9 , l C
ンルバー人材センター に僚る必景な栗務 の実 施 7 ■ =ロ ンノンハ~^“ マン,― テ乗昴

会         ,  ｀

第28条第 1項、第 2

項

壱湾雰働百寺に関す0調全研″、利験・磯助、暦湾
労働者派遣のあつせん等

財

看護師等の人材確保の促進に
関する法律

第20条 罰'凛府示ア~^て ノ,― の果わ l‐関 ,0晉 元石剛

等

在 日本看護 協宏

I」民促 燎保瞑法 第45条第 6項 劇氏 撻 尿 休 酬 い 理 宙 宏 刀 わ`の 0● tを 史 1 7 C ,つ

葛額の診療報酬明細書の審査  ‐
社 国民健 康 保慣 甲員会

を人 保 饉 法 脳 7現 ■ll 第21条第2項、第3
項

コ 氏 腱 鷹 休 曖 診 環 取 師 語 本 ‐ の 書 賞 社

原子爆弾板爆者に対する援護に
関する法律施行令

' 第14条等 公貢員 Ju医療 に係る診僚報酬請 求吾 の番査 社 ヨ氏健康保阪甲民家

厨齢者の医療の確保に関する法
睾

第70条第5項 劇氏 1燿康 休 陳 図 1●理 宙 印 り`安 l tを実 1 7 ( I Tつ 両

頭の診療報酬明細書0審査   |
稚 国民饉屎 休 瞬甲大琴

]仕 用 具 の 妨 九 開 質 及 ひ 昔 及

D促進に関する法律
第7条第 1項 6 旧祉用具の研究開発等に関する助成等 財

ユ時 間 "働 有 の 層用 官理の収

ξ等に関する法律
第25条第1項 6

支給等
財 澤d職 栗財 団

と人福祉法 弟28の 2第 1瑣 6 τ人 撻 瞑 休 村 予 果 に 開 り 0晉 "首 及 'ほ 切 寺 財 受寿鷲 含 開発センタ

里築物における衛生的環境の確

果に関する法律

第12条の6 理 露釆●の栞碗を理工l‐1,つに●.llZ績̀ 慨 l tT工の

基準の設定      |
・登録業者の求めに応じて行う業務指導
・登録業者の従事者に対する技能研修
・登録業者の従事者の福利厚生
:附帯事業

IIt

社

目不 ベストコントロ
ール脇含

島年師有寺の風用の安定寺に
関する法律の■部を改正する法
幸による改正前の高年齢者等の
目用の安定等に関する法律

.

弟●Z界弟i嗅 嗽ヽ上
法により平成17年
4月1日から指定制
度自体廃止となっ
ているが、改正法
附則第3条で法施
行時既に指定され
ている法人につい
て、なお効力を有す
る旨規定t)

0

・
語 百
・相談t助言   ‐
・無料職業紹介事業
・―投労働者派遣事業等
・その他必要な業務

財 凛 川 両 午 師 百 臓 乗 證 恢 石 用 マン

ター

財 画 厩 野 呂 ヰ 師 石 鴨 桑 確 販 磨 用 マ

ンター

社 キヤリアセンター中国

号側安全衝二規則 寺 第14彙第2現第 1

号、第2号

2 嘔 果 ほ の 話 省 社 日本 医師会

第 9 9乗の 3第 1項 2 :就率制限業務従事者に対する労働災害の再発防
止に係る講習

社 日本クレ=ン 協会

牡 イヽラ・クレニン安全協会

財 工肩クレ
ーン硬寵歌習 FJr

社 宗 民 県 刀 働 暴 平 協 家

社 局取 県"働 暴平 協雲

社 島根労働基準協会

在 ほ島県労働基準協奮連曾芸

在

"働 安全コンサルタント及び労

勁衛生コンサルタント規則
第4条、第13条第1
項

り 働 何 年 コ ンフ ル タン トロヽ 曖 lこ味 0講 省 社

社 日本歯科 医師会

社 全国労働衛年団体運含会

日児い果、つ「置杯果千再児X:=
家族介護を行う労働者の福祉に
関する法律

語3 6 条 ０
，

，

９

・調査研究
・情報・資料の収集、提供
・事業主等に対する相談その他の援助
:給付金支給
・その他必要な業務

財 T=耳 rc呵 果 И 回

「事業分類」:1試 験 2講 習研修 3登 録 4交 付表示 5検 査検定 6助 成 7調 査研究 8促 進啓発 9指 導助言 10その他   .

(注り医師臨床研修や看護師、介護福祉士などの養成を実施する医療機関、学校等の施設を指定している制度については、多数の指定先の一部が公益法人
であるためリストから除いている。



資料6二③

優先的な省内事業仕分け対象の候補として選定した04公 益法人
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|     |:既 に省内事業仕分けを受けた法人 (8法 人)

|.:既 に行政刷新会議WG事 業仕分けを受けた法人 (6法 人)

所管部局 法人名
重点法人 行政刷新会議ヒア

リング対象法人名宛て補助金 指定等
国際課 (社)国際厚生事業団 ○

国際課 (財)日本ILO協会 ○

厚生科学課 (財)長寿科学振興財団 ○

医政局 (財)日本医療機能評価機構 O

医政局 (財)がん集学的治療研究財団 ○

医政局 (財)歯科医療研修振興財団 ○ ○

医政局 (財)日本中毒情報センタニ ○

医政局 (財)日本救急医療財団 ○

医政局 (財)医療研修推進財団 ○ ○

医政局 (社)日本看護協会 ○ ○

医政局 (社)日本医師会 ○ ○

医政局 (財)東洋療法研修試験財団 ○

医政局 (財)柔道整復研修試験財団 ○

医政局 (財)ヒユ‐マンサイエンス振興財団 ○

医政局 (財)がん研究振興財団 ○

医政局 (財)日本医業経営コンサルタント協会 ○

健 康 局 (財)放射線影響研究所 ○

健康局 (財)結核予防会(平成22年7月1日新法人に移行) ○

健康局 (財)骨髄移植推進財団 ○

健康局 (財)全国生活‐衛生営業指導センタニ 〇 ○ 〇

健康局 (財)日本公衆衛生協会 ○ ○

健康局 (財)予防接種1リサ■チセンター ○

健康局 (財)難病医学研究財団 〇

健康局 (財)ウイルス肝炎研究財団 ○

健康局 (社)日本臓器移植ネットワ■ク ‐○

健康局 (社)日本栄養士会 ○

健康局 (財)給水工事技術振興財団 ○

健康局 (財)ビル管理教育センタニ ○ 〇

健康局 (社)全国ビルメンテナンス協会 ○

健康局 (社)調理技術技能センター ○

健康局 (財)理容師美容師試験研修センター ○ 〇

健康局 (社)日本調理師会 ○

健康局 (社)全国建築物飲料水管理協会 ○

健康局 (社)日本ペストコントロール協会 ○

健康局 (財)日本食生活協会 ○
.

健康局 (社)日本水道協会 ○

医薬局 (財)友愛福祉財団 ○

医薬局 (社)日本病院薬剤師会 ○

医薬局 (財)医療機器センター ○ .○

医薬局 (財)麻薬 ・覚せい剤濫用防止センター ○



所管部局 法人名
重点法人 行政刷新会議ヒア

リング対象法人名宛て補助金 指定等

食品部 (社)日本食品衛生協会 ○

基1準局 (財)労災保険情報センタ■ |○ O‐

基準局 (社)日本作業環境測定協会 ○

基準局 (社)全国労働衛生団体連合会 ○

基準局 (財)産業医学振興財団 ○

基準局 (社)日本労働安全衛生コンサルタント会 ○

基準局 (財)安全衛生技術試験協会 ○ ○

基準局 (社)日本クレーン協会 〇

基準局 (社)ボイラ・クレーン安全協会 ○

基準局 (社)全国労働基準関係団体連合会 ○

基準局 (社)全国労働保険事務組合連合会 ○

基準局 (財)労災サポー トセンター ○

基準局 (財)日本ボイラ協会 ○

安定局 (財)港湾労働安定協会 ○ ○ ○

安定局 (財)産業雇用安定センター 〇 ○

安定局 (社)全国シルバニ人材センター事業協会 〇 ○ 〇

安定局 (財)雇用振興協会 ○

能開局 (財)介護労働安定センタ下 ○ 〇

能開局 (財)国際研修協力機構 ○

能開局 (財)海外職業訓練協会 〇

雇児局 (財)児童育成協会 ○ ○ヽ

雇児局 (財)二十一世紀職業財団 ○ ○

雇児局 (財)こども未来財団 ○ ○
′

雇児局 (財)児童健全育成推進財団 ○

雇児局 (財)全国里親会 ○

雇児局 (財)女性労働協会 ○

雇児島 (社)家庭生活研究会 ○

雇児局 (財)日本婦人衛生会 ○

雇児局 (財)アジア女性交流 ・研究フォーラム ○

社会局 (社)日本介護福祉士会 ○

社会局 (社)日本介護福祉士養成施設協会 〇

社会局 (社)日本社会福祉士養成校協会 ○

社会局 (財)社会福祉振興 ・試験センター ○ ○

援護局 (財)日本遺族会 〇

援護局 (財)日本傷疲軍人会 ○

障害部 (財)日本障害者スポーツ協会 ○

障害部 (財)日本障害者リハビリテーション協会 〇

障害部 (財)テクノエイ.ド協会 〇 ○ ○

障害部 (財)日本チヤリティ協会 ○

老健局 (財)長寿社会開発センター ○ ○

老健局 (財)全国老人クラブ連1合会 〇

老健局 (社)シルバ■サTビ ス振興会 ○ ○

保険局 (社)国民健康保険中央会 ○ ○ ○

年金局 (社)全国社会保険協会連合会 ○

統労 (財)国際労働財団 ○

地方支分部局 (社)奈良県労働基準協会 ○

地方支分部局 (社)鳥取県労働基準協会 ○

地方支分部局 (社)島根労働基準協会 ○

地方支分部局 (社)熊本県労働基準協会 ○

地方支分部局 (財)江南クレニン技能教習所 ○

地方支分部局 (社)東京都雇用開発協会 ○

社会局 社会福祉法人全国社会福祉協議会 ○

社会局 社会福祉法人福利厚生センター ○

雇児局 社会福祉法人こどもの国協会 ○



(財)国際厚生事業団の概要

≪基礎データ≫

* 役 職員数は平成22年4月 1日現在、予算額は平成22年度の数値tう ち国家公
務員出身者 ・現役出向者についてはそれぞれの年度の4月 1日現在、うち国か
らの財政支出についてはそれぞれの年度の数値    ‐

《主な事務 .事業≫

予算
うち国からの財政
支出  ‐

0.4億 0億

0.1億 0.1億

轟泰新4義I=義暴蘇韓: 2.7億 2.7億

1,3億 0億

【24度】 【鯵つ24度】 ≪組織体制≫

常勤1人

非常勤9人
常勤1人

非常勤2人

―
常勤1人

非常勤3人

21人

〔鞘饒費豪〕
1人 1人

4.5億円 2.8億円 2.3億円

本部 21人
うち管理部門
:総務部(3人)

14

地方

支援事業部
常勤9人

非常勤3人
(併任1人)

巡回訪問室
常勤4人

①



(財)日本ILO協会の概要

〔響錦轟雪:〕
【22年度】 【(参考)21年度】

* 役 職員数は平成22年4月 1日現在、予算額は平成22年度の数値、うち国家公
務員出身者 ,現役出向者についてはそれぞれの年度の4月 1日現在、うち国か
らの財政支出についてはそれぞれの年度の数値

≪主な事務・事業≫

22年度予算
イ億 円 )

うち国からの財政
‐支出

0。2億 円 0億 円

0.2億円 0億 円

2億円 Q8億 円

:彗
2.1億円 0億 円

≪基礎デニタ≫

常勤2人
(非常勤13人)

常勤1人
(非常勤3人)

常勤1人
(非常勤3人)

1 li3人

〔翼鉤菖511
0人 : 0人

4.4億円 0.8億円 1.0億円

国際技能協カセンター

常勤 3

非常勤 S

≪組織体制≫

うち管理部F可
o.5人



III:

||■||●11■,1

:常勤0人
(非常勤32人)

常勤0人
(非常勤1人)

常勤1人
(非常勤1人)

13人 常勤2人 常勤2人

414億円 0,8億円 1.1億円

(財)長寿科学振興財団の概要

≪基礎デニタ≫ 【22年度】【鯵考)21年度】
≪組織体制≫ 〔警錦轟雪魯〕

150/o

本部 11人
うち管理部門2人

(総務部、経理部)
18%

地方
`
2人 0 %

*管理部門の職員についてはt従事比率で案分し
たものである`  :

* 役 職員数は平成22年4月 1日現在、予算額は平成22年度の数値、うち

国家公務員出身者についてはそれぞれの年度の4月 1日現在、うち国か

らの財政支出についてはそれぞれの年度の数値

≪主な事務口事業≫

予算
うち国からの
財政支出

錆 鶴 撃筆華 0:8億 円 0.|‐8億円
316億 円 なし

■

,        ,                  |   ■

|(組織甲)

研究支援室



常勤:1人|
(非常勤 28人)

常勤1人
(非常勤0人)

常勤1人
(非常勤2人)

95りに
ヽ

―

―

ノ人フ２
Ｌ
貝“鰤・

ｒ

ｌ

卜

ヽ

常勤3人
(非常勤0人)

常勤3人
(非常勤0人)

20.7億円 3.5億円 4.7億円

≪基礎デ■夕≫ 【22年度】 【参考)21年度】 ≪組織体制≫

* 役 職員数は平成22年4月 1日現在、予算額は平成22年度の数値、うち国家公
務員出身者については、22年6月30日現在、21年4月1日現在、うち国からの財
政支出についてはそれぞれの年度の数値

≪主な事務・事業≫

予算
うち国からの財政

支出

12.1億 0.3億

5。9億 0.9術獣

疇場 囃幸 中:轟罰 1.o億 1.0億

0.4億 0.4億

1.0億 1.0億

財)日本医:療機能評価機構の概要

{警舗鎚割

本部
6部 1室

( 122人 )

うち管理部門
1部(13人)

０
・
７

％

地方 %

医
療
事
故
防
止
事
業
部



(財)がん集学的治療研究財団の概要

≪基礎デT夕 ≫ 【24度】〔(参劫2■度】≪組織体制≫ 〔警纂皐瞥魯〕
|111il

常勤 0人
(非常勤 18人)

常勤
(非常勤

０

０

常勤
(非常勤

０

０

一　

　

―

人

ｒ
ｌ

ｉ

ｔ

常勤
(非常勤

人
対

ｌ

ｏ

常勤 1人
(非常勤 0人)

4.2億円 it億 2:1億

* 役 職員数は平成22年4月 1日現在、予算額は平成22年度の数値tう ち
国家公務員出身者についてはそれぞれの年度の4月 1日現在、うち国か
らの財政支出についてはそれぞれの年度の数値          ‐

≪主な事務・事業≫             :

予算
_(億 円)

うち国からの
財政支出

015 0.5

0。7 0.7

暮
1書●

■
一

3。0 0

本部 16人
うち管理部門

総務課{4人)
250/o

地方

「名称は総務課であるが、実際はほとんど登録事業及び臨床試験事業を

行つている         .

1



(財)歯科医療研修振興財団の概要

≪基礎デニタ≫ レ2年度】 【鯵わ24晨】≪組織体市1≫

雪魯〕
常勤0人
(非常勤 16人)

常勤0人
(非常勤0人)

常勤0人
(非常勤3人)

〔嘗舗鎚

本部
部

人

２

８

内管理部門
1部  f

(1人)

130/o

.1 8人 |

〔罪亀冒轟堪義人 〕
常勤2人
(非常勤0人)

常勤1人
(非常勤0人)

地方

轟 1.8億円 5.3ezn 7.2enn
* 役 職員数は平成22年4月 1日現在、予算額は平成22年度の数値、うち
国家公務員出身者についてはそれぞれの年度の4月 1日現在、1うち国か
らの財政支出についてはそれぞれの年度の数値

≪主な事務・事業≫‐

予算
うち国からの

財政支出

4.3百万円 1.6百万円

14.1百万円 3.7百万円

12 3 . 7百万円

38 . 7百万円

０

０



(財)日本中毒情報センタ■の概要

〔警舗轟雪8〕:2舞産】【底喜)21年度iS組 織体制≫

す 役 職員数は平成22年4月 1日現在、予算額は平成22年度の数値、うち国家公
務員出身者についてはそれぞれの年度の4月 1‐日現在、うち国からの財政支出
‐ (公 募型の委託費を除く)に ついてはそれぞれの年度の数値

《主な事務1事業≫

予算
うち国からの財政
支出

蜘馨:乖蟻: 013億 0。1億

2億 0億

≪基礎デ■夕≫

常勤0人
(非常勤 22人)

■=

常勤0人
(非常勤0人)

常勤0人
(非常勤1人)

26りヽ

〔剥輪真2:夫〕
常勤0人
(非常勤0人)

常勤0人
(非常勤0人)

23億 円 0.1億円 0.2億円

本部
局 部

(26人 )

うち管理部門
部(3人) 11.5%

地方

鏡霧根ム欝ぶ幸毒警簾センター鰯

;名豊:Jキ:舞:静残主̀

睾

姜骰
』
∴一

議群

務 難

1疱 機

総奏亀菫
犠

& 縦

難樺・総葉        彗 苺藍鮮

難鶴避晨         豪 女

贅洵 ス 蒻 然

縦貸   撃 囃饉屁   群 義    難 袋



{財)日本救急医療財団の概要

〔響鋳轟雪魯〕【24度】【惨却24度】≪組織体制≫《基礎デニタ≫

常勤0人
(非常勤 27人)

一一一ヽ

聰 轟 常勤0人
(非常勤2人)

常勤0人
(非常勤3人)

ヽ
―

―

プ

入
　
以

ハ０
　
一　
Ｌ
員

『̈
ｒ
ｌ

ｌ

ｔ

４
一

常勤5人
(非常勤0人)

常勤5人
(非常勤0人)

1.6億円 a2億 円

* 役 職員数は平成22年4月 1日現在、予算額は平成22年度の数値、うち国家公

務員出身者については122年 6月14日現在、21年4月1日現在、うち国からの財
政支出 (公募型の委託費を除く)に ついてはそれぞれの年度の数値

≪主な事務・事業≫

(全体) 330/0

本部
.3部

(9人 )

うち管理部門

部(3人 )
330/o

地方
,%



(財)医療1研修推進財団の概要

≪基礎デT夕 ≫ 12癖度】
.【
修劫2二度】≪綱織体市I≫ 〔警鋳嘉雪8〕

一

一
一
一

■
●
■
■

踊
常勤0人

非常勤22人
常勤0人

非常勤3人
常勤0人

非常勤3人

:II摯 ■1

常勤9人‐

非常勤3人
常勤3人
非常勤0人

常勤3人

非常勤0人

2.2億 円 0円 0.3億 円

(全体) 33.30/o

本部
8部
(9人).

うち管理部門
1部(3人)

33.30/o

地方

r―
― … … … … … … … ‐‐ … … … … … … … … … …

:        、
    1

1  1
1

1  1                         .

* 役 職員数は平成22年4月 1日現在、予算額は平成22年度の数値、うち
国家公務員出身者についてはそれぞれの年度の4月 1日現在:うち国か
らの財政支出についてはそれぞれの年度の数値 :

《主な事務=事業≫ |

[二11■1三二i三二J_111■1」



(社)日本看護協会の概要

≪基礎デ=夕 ≫ 〔響舗轟雪8〕【24度】【鯵却24度】≪組織体制を

常勤7人
(非常勤24人 )

常́勤1人
(非常勤0人)

常勤3人
(非常勤0人)

178人
ヽ

１

１

ノ人７ロ貝

脚̈
ｒ

ｌ

ｌ

ｔ

常勤_1人
(非常勤0人)

常勤 3人
(非常勤0人)

538億円 ９４１
■ 2.8.

* 役 職員数は平成22年4月 1日現在、予算額は平成22年度の数値、うち
国家公務員出身者についてはそれぞれの年度の4月 1日現在、うち国か
らの財政=出について1まそれぞれの年度の数値 |       、

≪主な事務・事業≫    i

(全体) %

本部 178りに

うち管理部門
事務局長 1人

総務部 21人
管理部 17人

21.9

%

地方



(社)日本医師会の概要

≪基礎デ■夕≫ 〔馨舗轟38〕【2狩度】【鯵和24度】≪組織体争1≫
■||″| |ヽ111

常勤30人
(非常勤16人)

常勤0人
(非常勤0人)

常勤0人
(非常勤0人)

摺 〔朧 尺〕
常勤3人
(非常勤0人)

常勤3人
(非常勤0人)

187億 円 13.7億円 142億円

* 役 職員数は平成22年4月 1日現在、
者についてはそれぞれの年度の4月 1

れの年度の数値

≪主な1事務・事業≫

予算(億円)
うち国から
の財政支出

治験促進センター事業 12.1 1211

女性医師支援センタ‐事業 1.8 1.6

医の倫理三国民医療事業
:及び医学教育"生涯

教育事業
｀
    1

4.4 0

社会保険・医療経済事業及び地域医療口地域
保健事業     ‐

11.5 0

医師会関係事業及び医療政策関係事業 10,7 0

予算額は平成22年度の数値、うち国家公務員出身
日現在、うち国からの財政支出についてはそれぞ

本部 184りk
うち管理部門
総務部4課25人 13.60/o

地方

社団法人日本医師会の組織図と医師会員



(財)東洋療法研修試験財団の概要

レ癖度】【鯵玲24度】≪縄織体制≫

* 役 職員数は平成22年4月 1日現在、予算額は平成22年度の数値、うち
国家公務員出身者についてはそれぞれの年度の4月 1日現在、うち国か
らの財政支由についてはそれぞれの年度の数値 ‐

≪主な事務 1事業≫      ‐

予算
(億円)

うち国からの
財政支出

2.4 0

一
一
‐‘―‥一一一一一一一一一一・一一一一一一二

■
■
¨ 0.01 0

＝
謙 0105 0

≪基礎データ≫

常勤0人

非常勤20人

非常勤
3人

非常勤

3人

´
　

．

―・

人

人

帥

９
一螂
常ＬＦヨブ

ｒ
ト
ト
ｔ

常勤4人 常勤4人

2.56億 円
:0円

0円

〔警錦轟自魯〕

本部
2部 1室

(9人 )

内管理部門
1部 (2人 )

22%

地方



(財)柔道整復研修試験財団の概要

≪基礎データ≫ 【22年度】 【鰺考)21年度】
≪組織体制≫ I警轟轟雪魯〕

本部
2部

(9人)

うち管理部門
1部 (1人)

110/o

地方

常勤 0人

非常:勤12人

非常勤
2人
―
非常勤
2人

駐旱ニ
●19人 |

〔ブ彙当撃員:^ 〕
常勤3人 常勤3人

2億円 0円 0円

『
１

１

‥

…

■

■

■

１

１

ｌ

ｌ

ｌ

ｌ

ｌ

一

　

　

　

・

　

　

　

　

　

　

・

* 職 員は全員正規職員    ―   :

*,役 職員数は平成22年4月 1日現在、予算額は平成22年度の数値、うち

国家公務員出身者についてはそれぞれの年度の4月 1日現在の数値

≪主な事務口事業≫

予算
.(億
円)

うち国から
の財政支出

115 0

0.4 ０

´

専覇費員1含li
l

:

:

l

i

l

J

:

`累1適整復試験委員会

機饉基準検討委員会



(財)ヒ=Tマ ンサイエンス振興財団の概要

≪基礎データ≫
〔警舗描割≪組織体制≫2 (参考)21

常勤1人 ヽ

非常勤33人
常勤1人
非常勤■人

常勤1人

非常勤5人

常勤23人

非常勤0人

ヽ

１

１

ノ人
３“嘩

ｒ

ト

ト

ヽ

■|

常勤1人

非常勤0人
常勤1人

非常勤0人

2o億円
目 靱́

13億円 15億円

* 役 職員数は平成22年4月 1日現在、予算額は平成22年度の数値(う ち国家公
務員出身者についてはそれぞれの年度の4月 1日現在、うち国からの財政支出
についてはそれぞれの年度の数値

≪主な事務・事業》  ‐

予算
うち国からの
財政支出

13.3億円 10.3億円

饗鼈 2億円 2億円

0.7億円 0.3億円

,■|
1■|■|
・一一一一ヽ
一一一
一

1億円 0

3億円 0

:_会 長 総務部

経理部

国際部

研究企画部

研究資源バジク

技術移転センタニ

動物実験実施施設認証センター

:   : 地 方 (大阪)        1

r=‐
ロ コ・ ―・ ‐・ 口■ ‐口 ‐ロ ー

IⅢ織|←麗2年4早10

Ｉ

Ｉ

ｌ

ｌ

ｌ

ｌ

ｉ

ｌ

ｉ

ｌ

■

―

ト

ト

ー

ー

ー

ー

ー

Ｌ

長

１
蝶
■
膳

うち管理部門
2部 (5人)

1部(7人)



(財)がん研究振興財団の概要

≪基礎データ≫ 【214度】【穆る2蜂度1‐≪組織体制 を 〔警舗轟雪8〕

常勤 1人
(非常勤 28人 )

一一一一一一一一一一一一一一一
，一一＝

ｒ
一
一

常勤1人
(非常勤4人 )

常勤1人
(非常勤4人 )

5人
ヽ

―

―

ノ人０目貝

『̈
ｒ
ｉ
ｌ
ｔ

常勤2人
(非常勤 0人)

常勤2人:
(非常勤 0人 )

フ:31は円 3.7億 円 4.6億 円

* | 4 1日 現在 t予 算額は平成22年度の

本

部
事務局 (3部1課 )
5人

うち管理部門
2部 1課

3人

60%

地

方

財団法人がん研究振興財団 組織図

国家公務員出身者についてはそれぞれの年度の4月 1日現在、うち国か
らの財政支出についてはそれぞれの年度の数値

≪主な事務・事業≫‐    ■

予算
(億円)

うち国からの
財政支出

仏 3.7 3.17

一■
Ｖ
一

1.2 0

0.6 0



(財)日本医業経営ヨンサルタント協会の概要

′
【2舞度1【鯵墓)21年度】`組織体制≫≪基礎データ≫

常勤1人

非常勤27人
常勤1人

非常勤0人
常勤1人

非常勤0人

14人
常勤1人

非常勤0人
常勤1人

非常勤0人

彗 4.7億円 0 ０

　

′

*‐職員14人 の内訳は正規職員14人 (うちOBl人 )と なつている。
* 役 職員数は平成22年4月 1白現在、予算額は平成22年度の数値、うち
国家公務員出身者についてはそれぞれの年度の4月 1日現在、うち国か
らの財政支出についてはそれぞれの年度の数値。

≪主な事務「事業≫

予算(億円)
うち国からの
財政支出

2.7 0.

0.3 0

法人に占める
管理部門の割合

本部
2部 5課

(14人 )

うち管理部門
1部2課 (5人)

36%

地方

会 長

事務局長

管理部 事業部

口
日
日
□

目
日
間
□

冒
日
日
日

教育研修所



《基礎デ■夕≫

縦 常勤4人

非常勤7人
塁I=撃曇1,
野 筆 塾 締

常勤1人

非常勤2人
常勤1人

非常勤2人

233人
常勤1人

非常勤0人
常勤1人

非常勤0人

35.1億円 | 21.6億円 21.7億円

(財)放射線影響研究所の概要

〔警鋳轟彗8〕:12年度】
・
【漢)21年農】≪組織体制≫

* 職 員233人の内訳は正規職員233人となつている。
来 役 職員数は平成22年4月 1日現在t予算額は平成22年度の数値、うち
国家公務員出身者口現役出向者についてはそれぞれの年度の4月 1日現
在、うち国からの財政支出についてはそれぞれの年度の数値 ‐.

≪主な事務L事業≫
|111111111

発 22予算
うち国からの
財政支出

21.6億円 216億円

013億円 Or

(全体) 210/o

広島研
究所
8部 15課

(183A)

うち管理部門
1部6課 (43人 )

23%

長崎研
究所

3部 112課

(50人 )

うち管理部門
1部2課 (7人)

14%

放射線生物学・

分子疫学部

情報技術部

放射性同位元
素使用施設



(財)骨髄移植推進財団の概要

≪基礎デニタ》 【22年度】 【 (参考)21年度】 ≪組織体制≫ 〔警舗轟雹魯〕
111111●|

常勤1人

非常勤23人 蒙
常勤1人

非常勤2人
常勤1人

非常勤2人

■|■|■|,

92シヽ 0人 0人

15.5億円 4.3億円 4.4億円

* 役 職員数は平成22年4月 1日現在t予 算額は平成22年度の数値、
うち国家公務員出身者についてはそれぞれの年度の4月 1日現在、
うち国からの財政支出につしヽてはそれぞれの年度の数値   :

≪主な事務・事業≫

■
群
‖

予算
うち国からの
財政支出

i

11.9億円 3.5億円

2.3億円 0。2億円

1.0億円 0.6億円 |

(全体) 130/o

本部
.4部

(41人)

うち管理部門
1書謳(12りヽ)

290/o

地方
7地 区事務局

(51人)

「

―

~ ~ ~ ~ ―
~ ― ~   ―

 ¬

ドナー安全委員会

医療委員会

1                       1

理事会 理事22名

1囲 品 |‖ Ⅲ 衝肇7'‐  :: 昴 =を '。 ‐ ::

1 _ _ _ ¨ _ _ 二 _ _ _ _ _ _ _ ― :

評議員会
評議員 31名

瞳銘
北

峡

東

名 購
餞

広報渉外部 11名 (※)

ドサー3→詢ネート部 o名



常勤1人

非常勤20人
常勤1人

非常勤2人
常勤2人

非常勤2人

ヽ

「

―

ノ人

ｒ

ｌ

ｌ

ｔ

常勤3人

非常勤0人
常勤3人

非常勤0人

6億円 4億円 4億円

(財)全国生活衛生営業指導センタ‐の概要

≪基礎デ■夕≫ 【22年度】【鯵玲21年度】̀ 組織体制≫     :1響 轟乱雪ξ
(全体) 200/o

本部
3部

(10人)

うち管理部門
1部(2人)

200/o

地方!

*役 職員数は平成22年4月1日現在t予算額は平成22年度の数値、うち国家公

務員出身者についてはそれぞれの年度の4月1日現在、うち国からの財政支出につ

いてはそれぞれの年度の数値
‐|

≪主な事務ご事業≫       | ‐

一
，一一〓
一

予算 うち国からの
財政支出

4億円 4億円

04億 円 なし

0.2億円 なし



(財)日本公:衆衛生協会の概要

≪基礎デニタ≫ 【24度】【修劫24度】:≪組織体制≫

≪

|ヽ■111111●|

轟
一４一一一一・一一一一
一
一

常勤  0人

非常勤 21人
常勤  0人

非常勤 7人
常勤

非常勤
臥
臥 本部 8人

うち管理部門
総務課、経理課
(3人以下)「

37%

以下

11,,■|| i鞘轟』倉〕
1人 1人

地 方

a r i a : a a t a a r a r . a ,

5.91意 円 3.0億 円 3.7億 円

: 役職員数は平成22年4月 1日現在t予 算額は平成22年度の数値、
務員出身者 ・現役出向者についてはそれぞれの年度の4月 1日現在、
らの財政支出についてはそれぞれの年度の数値

(主な事務・事業≫         ■

うち国家公
うち国か

露 議 1舗製 惟 予  算
うち国からの

財政支出

|■ 0.4億 円

帯標 2.9億 円 2.9億 円

:            藷峯:義凛事葉! 0_1億 円

0.9億 円 0.1億 円

①



(財)予防接種リサ‐チセンタ■の概要|

≪基礎デ■夕≫ 【2癖度】【鯵つ2鮮度】≪組織
｀
体制≫

鶏
馨
一

常勤0人

づ卜常勤13人
常勤0人

非常勤4人
常勤0人

非常勤4人

朧 :
10人

[鞘輪量21〕
1人 1人

15億円 0.4億円 0.8億円

* 役 職員数は平成22年4月 1日現在、予算額は平成22年度の数値、うち国家公
務員出身者 ・現役出向者についてはそれぞれの年度の4月 1日現在、うち国か
らの財政支出についてはそれぞれの年度の数値

《主な事務:事業≫

本部 10人
うち管理部門
総務部(4人)

40%

地方

予算
うち国からの財政
支出

0.9億 なし

0.6億 0.4億

0.1億 o.1億



(財)難病医学研究財団の概要

ｒ

ｌ

ｌ

ｌ

ｌ

‥

ｒ

ｌ

ｌ

‥

ト

ー

ー

ー

ー

一
ｌ

ｌ

ｌ

ｌ

ｌ

卜

‥

‥

Ｌ

組織図

* 役 職員数は平成22年4月 1日現在、予算額は平成22年度の数値、
務員出身者L現役出向者にうぃてはそれぞれの年度の4月 1日現在、
らの財政支出についてはそれぞれの年度の数値

≪主な事務・事業≫          |

予算
うち国からの財政
:支 出

0.2億 0億

,■1
0.2億 0億

一■
一

o.42億 0.34葡獣

0:08億 0.04億

≪基礎デニタ≫

一，
一

常勤0人

非常勤15人
常勤0人

非常勤4人

1常勤0人

非常勤4人

6人 1人 1人

li:“:11111

1.2億円 0.4億円 0.5億円

【24度】【鯵却24度】≪組織体制≫

うち国家公

うち国か

本部
:6人 うち管理部門

総務部(3人)
50%

地方



(財)ウイルス肝炎研究財団|の概要

【24度】【惨→24度】:≪組織体喘1≫

彙 職 員3人の内訳は正規職員2人 (うちOB.1人)(非 正規職員 1人
ち030人)となつている。               ,
* 役 職員数は平成22年4月 1日現在、予算額は平成22年度の数値、
国家公務員出身者 ・現役出向者についてはそれぞれの年度の4月 1'在
、うち国から|の財政支出についてはそれぞれの年度の数値

≪主な事務L事業≫

妻雲 :葉■■■ 予算
うち国からの財政
支出

d46億 o.26億

一〓
一

0.05準議 0億

1111

0.08葡獣 0.o8億

:|■●:|■■●|

榊
Ｉ
一
一́
一
■

0。1'億 o億

ヽ
■

１

ノ

ｒ

ｌ

ｌ

ｔ

６
　
発
．醐

‥

‥

ｌ

ｌ

ｌ

ｌ

ｌ

ｉ

ｌ

ｉ

ｌ

ｌ

卜

Ｅ

卜

‥

ト

ー

ー

ト

‥

卜

Ｌ

≪基礎デT夕 ≫

鴛
幕
非常勤18人 非常勤2人 非常勤2人

3人 常勤1人 常勤1人

Q17億円 0億円 0億円

〔嘗鋳描劃

本部
2部

(3人)

うち管理部門
2部 (2人)

670/o

支部

総務部
業務部



(財)1日本臓器移植ネツトワ■クの概要

≪基礎デ■夕≫ 【22年度】 【惨考)21年度】 ≪組織体制≫

38ノヽ
(うち 常勤3人)

4人 4人

ヽ

―

―

ノ
４４

ｒ

ｉ

ｌ

ｔ

0人 1人

18億円 8億円 5億円

〔書舗も当魯〕
(全体) 4.9%

本部
4部

(19人)

うち管理部門
1部(2人)

10.5%

支部
3支部2連絡所

(22人)

* 役 職員数は平成22年4月1日現在、予算額は平成22年度の数値、うち国
家公務員出身者口現役出向者にういてはそれぞれの年度の4月1日現在、
うち国からの財政支出についてはそれぞれの年度の数値

≪主な事務=事業≫

予算
うち国からの
財政支出

4フ億円 4.6億円

1辮 ||1議1業董菫: 3.2億円 3.0億円

襲
一

018億円 0.4億円

‖
::
:::|:
::
ll
li

‖
L_____=‐ 日田――■―| L_口 _=_― ニーロニ‐ロニ|:I

常任理事会

あ
っ
せ
ん
対
策
本
部

総

務

部

以

広
報
圭
日及
啓
発
部

玖

医

療

本

部

臥

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
部
臥

東

日

本

支

部

臥

l… … ニ _ _ _二 _ l



(社)日本栄養士会の概要

≪基礎データ≫ 【22年度】 【(参考)21年度】
≪組織体制≫

常勤1人

非常勤25人
常勤0人
:

非常勤0人
常勤0人

非常勤1人

15人

このほか
非常勤職員3人

常勤0人

非常勤0人
常勤1人

非常勤0人

6.2億円

名宛て委託費‐
0.2億円
公募型補助金
未定

名宛
‐
C委託費
0.3億円 .
公募型補助金
0.2億円

* 職 員18人の内訳は常勤職員15人、非常勤職員3人となつている:
* 役 職員数は平成22年4月 1日現在、予算額は平成22年度の数値、うち
国家公務員出身者についてはそれぞれの年度の4月 1日現在tう ち国か
らの財政支出についてはそれぞれの年度の数値

≪主な事務:事業≫

一一一一一一一一一

,絆:

22予算: う
ち国からの
財政支出 ‐

10億円 なし

0.8億円 なし

0.2億円 a2億 円

3.3億円 未定

本部
6部
(18人)

うち管理部門

(3人)
17%

支部

”
―

ト

ト

ト

ー

ト

ト

TTTTTT‐ 7.T===T,7.T.7「 71T‐TT:

‥

‥

ｌ

Ｊ



(財}給水=事 技術振興財団
―
の概要

≪基礎デ■夕≫ 【22年度】【瞬)21年度l_≪組織体:幸1≫

常勤1人

非常勤2o人
常勤1人

非常勤0人
常勤1人

非ヽ常勤1人

‐17人 :

〔鞘轟菖1人 〕
常勤1人

非常勤1人
常勤1人

非常勤1人

4.1億円 1轟轟 = 0億円 0億円

す 役 職員数は平成22年4月 1日現在t予 算額は平成22年度の数値、うち国家公
務員出身者 :現役出向者についてはそれぞれの年度の4月 1日現在tう ち国か
らの財政支出についてはそれぞれの年度の数値

≪主な事務:事業≫

諦=‐.:〒1毒 予算
うち国からの財政
支出

0.2億 0億

0.5億
‐

0億

3.1億 0億

本部
4部 5課

(18人 )'
うち管理部門
1部 2課 (5人 )

28%

地方

組織
‐
図:



(財)ビ
lル
管理教育センタニの概要

≪基礎デ■夕≫ 【24度】【鯵劫2蜂度】≪組織体制≫

(全体) 160/o

本部
3部フ課室

(33人)

うち管理部門,
1部 (6人)

180/o

地方
関西支部
:(5人)

* 役 職員数は平成22年4月 1日現在、予算額は平成22年度の数値、うち国家
公務員出身者についてはそれぞれの年度の4月 1日現在、うち国からの財政支
出についてはそれぞれの年度の数値

≪主な事務・事業≫

予算 うち国からの財
政支出

1.4億円 なし

ヽ 6.2億円 なし

2.o億円 なし

囃 0.4億円 なし

２っ
〈ロ

め
割
古
り一帥

法
管

非常勤17人 非常勤1人 常勤1人

38人 常勤1人 常勤3人

10億円 なし なし

編集広報室



(社)全国ビルメンテナンス協会の概要

常勤1人

非常勤38人
常勤0人
非常勤0人

常勤0人

非常勤5人

25人
ヽ
―

―

ノ人５目貝一脚
ｒ

卜

ｉ

ｔ

静

常勤1人

非常勤0人
常勤1人

非常勤0人

7億円 なし なし

≪基礎デニタ≫ 【22年度】 【 (参考)21年度】

* 役 職員数は平成22年4月 1日現在、予算額は平成22年度の数値、うち国家
公務員出身者についてはそれぞれの年度の4月 1日現在、うち国からの財政支
出についてはそれぞれの年度の数値

≪主な事務・事業≫                  :

=
予算 うち国からの財政支出

0.3億円 'なし

016億円 なし

2.2億円 なし

0.9億円 なし

0.1億円 なし

0.3億円 なし

法 人 に 占 め る

管理部門の割合

(全体) 70/o

本部
3部

(30人)

うち管理部門
1薔謳(2A)

70/o

地方



(社)調理技術技能センタ‐の概要

・≪基礎データ:≫ 【22年度】 【(参考)21年度】 ≪組織体制≫

常勤0人 ‐

非常勤116人
常勤0人

非常勤1人
竜勤0人
非常勤5人

1■1
8人 |

このほか

非常勤職員1人
‖

常勤1人

非常勤1人
常勤1人

非常勤1人

1.1億円 なし なし

* 職 員9人 の内訳は常勤職員8人 (うちOB l人)、 非常勤職員1人 (う
ちOB l人 )と なつている。
* 役 職員数は平成22年4月 1日現在、予算額は平成22年度の数値、うち
国家公務員出身者についてはそれぞれの年度の4月 1日現在|

≪主な事務口事業≫   サ      :

,

22予1算
うち匡助 らヽの
財政支出「

一一一〓一一一 o:4億円 なし

鼻 0.4億円 なし

0.3億円 なし

本部 9人
うち管理部門

(2人)
22%

支部

技

術

考

査

委

員

会



(財)理容師美容師試験研修センタ■の概要

≪1基礎デT夕≫ 【2奏度】 【修都2二年度】 ≪ 組 織 体 制 ≫ 鰭轟品劃
(全体) 7130/o

本部
4部

(25人)

うち管理部門

1部 (6人)
240/o

地方
11事務所

(57人)

うち管理業務
担当(0人)

0%

常勤2人|

非常勤18人

'711,

常勤2人

非常勤3人
常勤2人

非常勤4人

55ノk

〔罪黎翼島職菖」7it〕
常勤4人

非常勤0人
常勤5人

非常勤0人

13億円 なし なし

* 役 職員数は平成22年4月 1日現在、予算額は平成22年度の数値、うち
国家公務員出身者についてはそれぞれの年度の4月 1日現在、うち国か
らの財政支出についてはそれぞれの年度の数値

≪主な事務・事業≫ ~

本 部

蓄鐵等
一■
一
一一一一■
●
一

予算 ゎ うち国からの
財政支出

32億 円 なし

2.0億円 なし

I

2.1.億円 なし

事業第二部

地方事務所(11)



(財)日本調理士会の1概要

≪基礎デ■夕≫ 【2舞農】‐【極墓),轟度i≪組織体制≫

常勤0人

非常勤52人

1常勤0人
非常勤0人

常勤0人

非常勤2人

2人
´
このほか    〕

非常勤職員0人 ‐

常勤0人

非常勤0人
常勤0人

非常勤0人

a3億 円 なし なし

本部
2課

(2人)

うち管理部門
(1人)

50%

支部

* 職 員2人の内訳は常勤職員2人、非常勤職員0人 どなつている。 |
来 役 職員数は平成22年4月 1日現在、予算額は平成22年度の数値、うち
´
国家公務員出身者にっいてはそれぞれの年度の4月 1日現在   ｀

｀

≪主な事務・事業≫

'22予
算
うち国からの
財政支出

:==|■
洒 |=

:●=

7.3ern なし

:|:=||●=きt■■=111

翻 事一痛 2.6古万円 なし

”一一 16.3古万円 なし

織

顧 間

与 ζ欠)参

△〓

＞一興議

一摯

体

|工i測 会難 議‐

会  '良 .申 一 ―

|1福
轟 甲

.副
i会 ,長 (事 鋤

|  '  ｀

議 I里:署F:

:     ― ,

礫
勤

事彗
燿

一 員会

ζ委 員 i T名 )

監    事

(3者 )

事 i務 リラま
: : 総 務 課 長

基 計 議 員

名誉 全 員

名 誉会 長

日本調理 師会 = キ 都 i道 府 :県 セ支  部



(社)全国建築物飲料水管理協会の概要

≪基礎デニタ≫ 【22年度】 【(参考)21年度】
≪組織体制≫ 劃め

割
古
”燎辮

法

管

鐸
常勤0人

非常勤28人
=
=

常勤0人

非常勤2人
常勤0人

非常勤2人

3人 : 常勤0人

非常勤0人
常勤0人

非常勤0人

1碧 | 0.7億円 なし なし

* 役 職員数は平成22年4月 1日現在、予算額は平成22年度の数値、うち国家
公務員出身者についてはそれぞれの年度の4月 1日現在、うち国からの財政支
出についてはそれぞれの年度の数値

≪主な事務・事業≫

予算 うち国からの財
政支出

0.2億円 なし

0.3億円 なし

0.1億円 なし

(全体) 330/o

本部
1部

(3人)

うち管理部門
1部 (1人)i

330/o

地方

※小規模の団体なので、事務局に部門等はなく、
1管
理専門の

人員も配置していないが、最小単位を記載

〆
・‐‐~~‐ ・~‐■

~‐‐

民法上の社員

広報委員会

技術委員会

事業委員会



(社):日本ペストコントロ■ル協会の概要

≪基礎デ‐夕≫ 【22年度】 【 (参考)21年度】 ≪組織体制≫

(全体) 200/o

本部
1部

(5人)

うち管理部門
11馴ζ(1ノヽ)

200/o

地方

※小規模の団体なので、事務局に部門等はなく、管理専門の

人員も配置していないが、最小単位を記載

* 役 職員数は平成22年4月 1日現在、予算額は平成22年度の数値、うち国家
公務員出身者についてはそれぞれの年度の4月 1日現在tう ち国からの財政支
出についてはそれぞれの年度の数値

≪主な事務.事業≫

る
合
め
割
計
り燎馴

法
管

常勤1人

非常勤31人
常勤1人

非常勤0人
常勤1人

非常勤0人

| ふ

器
4人

〔又 畠r〕
薄
lill
■ |

常勤0人

非常勤0人
常勤0人

非常勤0人

0。9億円 なし なし

一〓 予算 うち国からの財
政支出

0‐2億円 なし

0.4億円 なし

0.1億円 なし

民法上の社員 '

各都道府県協会(47)
i (別 法人)

常任理事会


